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茨木市立障害福祉センターハートフル概要 

 

(１) 設置目的 

茨木市立障害福祉センターハートフルは、障害者に対して日常生活の介護、相談、

訓練、文化、情報等の機会を提供し、地域社会での自立生活の増進及び福祉の向上を

図ることを目的とする。 

 

(２) 名称及び位置 

茨木市立障害福祉センターハートフル 

茨木市片桐町４番26号 

 

(３) 開設日 

平成８年４月１日 

 

(４) 施設規模 

鉄筋コンクリート造４階建（地下１階、塔屋１階） 

敷地面積：2,302.98㎡ 

建築面積：1,029.10㎡ 

延床面積：4,255.85㎡ 

 

(５) 施設内容 

地下１階：倉庫（４室）、陶芸窯室、浴室（介護浴室１室、機械浴室３室）、更衣

室、ボイラー室、設備機械室（貯水槽）、消火ポンプ室、清掃要員室、

トイレ 

１  階：情報コーナー、談話ロビー、事務室、保健室、相談室、印刷室、旧監視

員室、食堂※、厨房※、調理員室※、食品庫※、トイレ、車椅子用トイレ、

屋内駐車場 

※令和４年度中に地区保健福祉センター事務室に改修予定 

２  階：生活介護室、生活介護食堂、相談室（２室）、社会適応訓練室、倉庫（２

室）、OA研修室、機能訓練室、作業訓練室、事務室、湯沸室、トイレ、

多目的トイレ、車椅子用トイレ 

３  階：調理実習室、会議室、倉庫、研修室、交流室、音楽室、和室、創作活動

室、多目的訓練室、湯沸室、トイレ、多目的トイレ、車椅子用トイレ 

４  階：第１・第２会議室、大会議室、談話交流室、団体用ロッカー、トイレ、

車椅子用トイレ、屋上庭園 

そ の 他：エレベーター（２基）、屋外駐車場、駐輪場、地域のごみ集積場 等 

 

(６) 開館時間 

午前９時から午後９時30分まで 

 



(７) 休館日 

ア 日曜日及び月曜日（講座、研修及び啓発並びに施設の供与に関する事業につい

ては、日曜日を除く。） 

イ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

ウ 12月29日から翌年１月３日まで 

 

(８) 料金制度 

利用料金は、地方自治法第244条の２の規定に基づく利用料金制を採用し、指定管理

者の収入として取り扱う。 
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茨木市立障害福祉センターハートフル  

指定管理者募集要項  

 

 

１ 指定管理者候補者選定の目的 

  茨木市（以下「市」という。）では、茨木市立障害福祉センターハートフル

（以下「ハートフル」という。）について、地方自治法第 244 条の２第３項

に基づき、施設の管理運営を効率的、効果的に行うために、平成 25 年４月か

ら「指定管理者制度」を導入しています。令和５年３月をもって、現在の指

定管理期間が満了となることから、引き続き、本市障害者福祉の総合的な多

機能施設としての設置目的を達成し、その効用を最大限に発揮するため、指

定管理者候補者を公募し、その選定を行います。  

 

２ 施設の概要 

(1) 名   称：茨木市立障害福祉センターハートフル  

(2) 所 在 地：茨木市片桐町４番 26 号 

(3) 開所時間：午前９時から午後９時 30 分まで 

(4) 休 所 日：ア 日曜日及び月曜日（講座、研修及び啓発並びに施設の供

与に関する事業については、日曜日を除く）  

        イ 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

        ウ 12 月 29 日から翌年 1 月３日まで 

(5) 施設面積等：建築面積 １,０２９．１０㎡ 

        延床面積 ４,２５５．８５㎡ 

（内１５２．１５㎡は、地区保健福祉センター） 

構  造 鉄筋コンクリート造４階地下１階建  

(6) 施設の図面等：別添資料「平面図」、「物品等一覧」参照 

 

※指定管理者は、茨木市立障害福祉センター条例施行規則第７条及び第８条

に基づき、開所時間及び休所日を変更又は臨時に休館するときは、あらか

じめ市長の承認を得ることとします。  

 

３ 指定管理者が行う業務  

  指定管理者は、茨木市立障害福祉センター条例（平成８年条例第６号。以

下「条例」という。）第３条に規定する以下の業務（以下「指定管理業務」と

いう。）を行います。なお、具体的な業務内容及び履行方法については「茨

木市立障害福祉センターハートフル管理運営業務仕様書（以下「仕様書」と

いう。）」によります。  

① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障

害者総合支援法」という。）第 77 条に規定する地域生活支援事業の地域活

動支援センターとして、創作的活動、機能訓練、社会適応訓練等の事業 

② 障害者総合支援法第 29条第１項に規定する指定障害福祉サービスの事業



 

2 

 

所として行う同法第５条第７項に規定する生活介護事業として、生活介護

計画の作成、日常生活の介護、創作的活動又は生産活動、体育的活動、機

能訓練、集団・余暇活動、送迎業務、入浴サービス、医療的ケア等の業務 

③ 入浴サービスに関する業務  

④ 相談に関する業務 

⑤ 情報の提供に関する業務  

⑥ 講座、研修（地域生活支援拠点に係る専門的人材の確保・養成に関する

研修含む）及び啓発に関する業務  

⑦ 施設の供与に関する業務  

⑧ 建物及び付帯施設等の維持管理・保守に関する業務（地区保健福祉セン

ター事務室含む） 

⑨ 受付・案内・収納業務 

⑩ 警備業務 

⑪ 清掃業務 

⑫ その他 

※指定管理者は、ハートフルの設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げ

ない範囲において、自己の責任と費用により、自主事業を実施することが

できます。なお、自主事業を実施する場合は、事前に市の承認が必要です。 

※ 令 和 ５ 年 度 か ら 、施 設 内 に 、地 域 に お け る 相 談 支 援 、疾 病 予 防・介

護 予 防 及 び 地 域 づ く り 等 の 拠 点 と し て 地 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー の 設

置 を 予 定 し て い ま す 。地 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー 部 分 に お け る 指 定 管 理

者 の 業 務 範 囲 に つ い て は 、別 添 の「 地 区 保 健 福 祉 セ ン タ ー 部 分 に お

け る 指 定 管 理 者 の 業 務 範 囲 に つ い て 」 を 参 照 し て く だ さ い 。  

※ ⑦ に つ い て 、指 定 管 理 期 間 中 に 、利 用 対 象 者 及 び 利 用 料 金 の 見 直 し

を 予 定 し て い ま す 。  

 

４  リスク分担 

協定締結にあたり、指定管理者と市のリスク分担は、原則、別添のリスク

分担表のとおりとします。  

 

５  指定の期間（予定）  

  令和５年４月１日から令和10年３月31日まで 

  ただし、管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消

すことがあります。  

 

６  応募資格（及び条件）  

 (1) 応募資格 

ハートフル指定管理者としての管理運営、経営、資産及び人的又は組織的

能力について、安全性、安定性及び適格性を持ち、応募日現在において、次

のすべての条件を満たすことのできる社会福祉法人又は特定非営利活動法

人（以下「法人」という。）とします。個人での応募はできないものとしま
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す。なお、応募後においても、次のいずれかの条件を満たさなくなった場合

は、失格とすることがあります。  

 ① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

自立支援給付事業又は地域生活支援事業を１年以上実施していること。  

 ② 宗教活動及び政治活動を主たる目的としていないこと。  

 ③ 経営及び資産状況等が次の各号のいずれかに該当していないこと。  

ア 国税、都道府県税を滞納している法人 

イ 本市の市税（市に対して納税義務がある場合に限る。）を滞納してい

る法人 

ウ 旧商法第381条第１項の規定による会社の整理の開始を命ぜられた法

人 

エ 破産法第19条の規定により破産の申立てをしている法人 

オ  会社更生法第 17条の規定により更生手続開始の申立てをしている法

人 

カ  民事再生法第 21条の規定により再生手続開始の申立てをしている法

人 

④ 代表者、役員又はその使用人が刑法第 96条の３又は第198条に違反する

容疑があったとして、現に、逮捕若しくは送検され、又は逮捕を経ないで

公訴を提起されていないこと。  

 ⑤  団体又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、現に公正取引委員会

又は関係機関により認定を受けていないこと。  

 ⑥ 団体又はその代表者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第２号に掲げる暴力団又はその構成員並びにそれらの利益となる

活動を行うものでないこと。  

 ⑦ 地方自治法施行令第167条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の

規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されている法人で

ないこと。 

 ⑧ 地方自治法第244条の２第11項の規定により本市又は他の地方公共団体

から指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過していない法人で

ないこと。 

⑨ 次の各号に該当する者が役員となっていないこと。  

ア 破産者で復権を得ない者  

イ 法律行為を行う能力を有しない者  

ウ 禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受け

ることがなくなるまでの者  

エ 本市において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過し

ない者 

オ 日本国憲法施行の日以降において、日本国憲法又はその下に成立した

政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又は

これに加入した者 
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カ  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲

げる暴力団等の構成員 

(2) 応募の条件 

   応募にあたっては、仕様書及び本市施策の方向性に沿って、事業を企画、

立案、実施できることを条件とします。 

 

７ 選定対象外 

  次に該当する場合は、失格として選定の対象から除外します。  

 (1) 応募書類に明らかな虚偽の記載があった場合  

 (2) 応募に際して不正行為があった場合 

 (3) 提出期限までに必要な書類を提出できなかった場合  

 (4) 応募資格に反することが認められた場合  

 (5) 本件に関し、同一の法人等が２件以上の応募を行った場合  

 

８ 施設利用料の取り扱い 

施設の管理運営にあたっては、地方自治法第 244 条の２の規定に基づく「利

用料金制度」を導入します。指定管理者は市が支払う指定管理料のほか、介

護給付費、地域生活支援事業費、利用料、実費徴収金等の収入を自らの収入

として扱うことになりますので、適切な経理を行ってください。  

 

９ 指定管理業務に係る経費  

(1) 会計年度 

   ハートフルの管理運営に係る会計年度は、４月１日から翌年３月 31 日

までとします。 

(2) 経費に関する協議 

指定管理業務に要する経費については、年度ごとに指定管理者から提出

される事業計画書及び収支予算書に基づき、市と指定管理者との間で協議

して決定します。 

(3) 指定管理料 

 市は、指定管理業務に要する経費から介護給付費、地域生活支援事業費、

利用料、実費徴収金等を差し引いた金額をもとに、市と指定管理者との間

で協議のうえ、予算の範囲内において指定管理料を決定します。なお、指

定管理料、支払期日は、毎年度の年度協定において定めます。  

次の金額を参考に、申請の際の事業計画書及び収支予算書を作成してく

ださい。 

 

指定管理期間（５年間）の指定管理料上限額  638,499,000 円（消費税込み） 

 

  なお、指定管理料は、年度により異なりますが、単年度の必要経費を概ね  

次のように想定しています。 
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指定管理料 うち、施設管理経費 うち、事業実施経費 

127,699,800 円 102,618,400 円 25,081,400 円 

 

想定される支出の主な項目については、下記のとおりです。 

人件費、講師謝礼等報償費、旅費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料、通信運搬費、手数料、保険料（施設賠償責任保険、第三者賠償

責任保険）、委託料、使用料及び賃借料、負担金補助及び交付金等  

(4) 指定管理料の精算 

指定管理業務を市が示した水準どおりに確実に実施する中で、利用料金

収入や事業収入の増加、経費の節減など指定管理者の経営努力により生み

出された余剰金については、原則として精算による返還を求めません。  

また、利用料収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生

じた場合は、原則として補填は行いません。  

(5) 備品等の所有権 

   市がハートフルに設置する備品等については、市の所有とし、その使用

及び保管に十分注意してください。  

   指定管理者が自ら購入・搬入した備品等※については、指定管理者の所

有とします。（購入・搬入する場合は事前に市と協議が必要です。）  

※市が予算措置を行い、指定管理者に特定の備品の購入を依頼した場合は、 

市所有とすることを想定しています。  

 

10 申請の手続き 

(1) 募集要項及び申請書類の配布・提出期間  

配布期間 令和４年８月１日（月）から８月10日（水）まで 

  提出期間 令和４年８月24日（水）から９月15日（木）まで 

（土日・祝日を除く） 

  配布・提出時間 午前９時から午後５時まで  

  配布・提出場所 茨木市福祉部障害福祉課（募集要項の概要については、

市ホームページで公開します。）申請書類については、必要に応じて電

子データを提供します。  

※なお、郵送での提出の場合は、一般書留、簡易書留、配達記録便のいず

れかで期限内必着のこと。  

(2) 現地見学会・説明会の開催  

※応募予定の法人は、必ずご出席ください。  

日  時 令和４年８月18日（木）午後２時から 

場  所 茨木市片桐町４番26号 

茨木市立障害福祉センターハートフル  ３階交流室 

内  容 施設見学及び申請及び仕様書についての説明  

申込方法 令和４年８月15日（月）午後５時までに、「指定管理者候補者

募集説明会参加申込書（様式９）」に必要事項を記入のうえ、

電子メール又はファクシミリで障害福祉課までご連絡くださ
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い。参加者数は１団体あたり２名までとします。送信後に、必

ず送信された旨の電話連絡をお願いします。  

(3) 質問期間（申請書類の書き方等簡易な質問を除く）  

質問期間 令和４年８月12日（金）から令和４年８月30日（火）まで 

（土日・祝日除く）午前８時45分から午後５時15分まで 

※質問内容は、指定管理業務の内容に限ります。 

※応募資格を満たす法人に限り、質問を受け付けます。 

質問方法 様式８の質問票によるファクシミリ又は電子メールのみとし

ます。 

※いずれの方法による場合も送信前に電話にて事前連絡願  

います。 

※電話・来訪などによる口頭での質問は受け付けません。  

提 出 先 下記「18 問合せ先及び書類の提出先」へ提出してください。 

回答方法 質問をとりまとめた後、障害福祉課ホームページ内にて、質問

内容及び回答を９月５日（月）を目途に公表します。  

 

11 提出書類（正本１部、副本２部、データ一式、別途、③④⑤は、10部） 

  申請にあたっては、以下の書類を提出していただきます。なお、市が必要

と認める場合は追加資料の提出を求めることがあります。  

①  指定管理者指定申請書（様式１）  

②  団体概要書兼類似施設事業実績書（様式２）  

③   事業計画書（様式３） 

④  労働福祉の考え方チェックシート（様式４） 

⑤  収支予算書（様式５） 

⑥  応募資格を満たす旨の誓約書（様式６） 

⑦  定款、規約又はこれらに準ずるもの  

⑧  法人の登記事項証明書（法人登記のないものにあっては、業務内容、役

員構成及び資本の構成を記載した書類） 

⑨   国税・地方税納税証明書（「納税証明書その３の３」など未納額がない

こと証明書） 

⑩   市税の納税確認同意書（様式７） 

⑪   貸借対照表、損益計算書、監査報告（申請日直近の過去２期分）など、

法人の事業及び経営の状況を明らかにするもの。  

※提出された書類は理由のいかんを問わず返却いたしません。また、提出

後に書類を修正することはできません。（ただし、字句の修正など市が

認める軽微なものを除く。）  

※各提出書類はＡ４版を原則とします。Ａ４版以外の規格を使用した場合

は、Ａ４版に折り込んでください。  

 

12  選定方法 

 (1) 資格審査 
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     指定管理者指定申請書の提出後に応募資格要件について、予め書類審査

を行います。書類審査の結果、応募資格がない場合には、指定管理者候補

選定委員会には上程いたしません。  

 (2) 指定管理者候補者選定委員会  

    指定管理者候補者の選定は、茨木市指定管理者候補者選定委員会（外部

有識者で構成）で選定します。選定は、提出書類及びプレゼンテーション

に基づく採点方式とし、各委員の合計点数が最も高い団体を指定管理者候

補者として選定します。  

(3) プレゼンテーションの実施  

選定にあたっては、指定管理者候補者選定委員会（ 10 月 18 日開催予定）

において、提案内容のプレゼンテーションを行っていただきます。プレゼ

ンテーションの内容、日時、場所等は、資格審査後、別途通知します。な

お、応募者が４団体以上となった場合、円滑な審査のため、市で提出書類

に基づく事前審査を行い、プレゼンテーションに進める団体を限定する場

合があります。 

(4) その他 

① 市が必要と認めた場合は、追加書類の提出を求め、又は応募者に対す

るヒアリングを実施することがあります。  

② 総合得点が最上位である場合でも、得点が著しく低い評価項目がある

団体は、候補者として選定しない場合があります。  

③  各委員による評価の合計点数が満点の 60％に達する団体がない場合

は、指定管理者候補者として適格者なしとする場合があります。  

④ 一部の評価項目については、最低基準を設けており、委員の過半数が

「非常に劣る」と判断した場合は、他項目の点数によらず、失格としま

す。 

⑤ 指定管理料について、市の定める上限額を超えている場合は、失格と

します。 

 

13 選定基準及び選定結果の通知  

(1) 選定基準 

指定管理者候補者は、本市が定める選定基準を基本として、公平かつ適

正に審査し、選定します。 

選定基準  評価項目  配点 

1 管理運営の基本方針と意欲  

 施設の設置目的や市の施策等を十

分に理解し、適切な基本方針をもっ

て、施設の効用を最大限発揮する意

欲があるか。  

【1-1】管理運営の基本方針  2 

4 

【1-2】管理運営を行う意欲  2 

2 管理運営を行う能力  
【2-1】経営状況、財務規模  6 10 
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事業計画を確実かつ安定的に実施す

るに足りる経理的基礎その他の経営に

関する能力や実績を有しているか。 

【2-2】類似施設・事業の管理運営  

実施実績 
4 

3 施設管理運営の考え方と方策  

 個人情報保護や人権尊重の基本的

な視点を踏まえつつ、効果的かつ効

率的に施設を管理運営できるか。  

【3-1】従事者の雇用及び労働者福祉  

の考え方  
4 

33 

【3-2】人員配置  4 

【3-3】人材育成の考え方  4 

【3-4】設備の維持管理及び清掃・  

衛生管理の考え方  
10 

【3-5】緊急時対策、安全管理  2 

【3-6】環境への配慮に関する考え方  2 

【3-7】個人情報の保護及び情報公開  2 

【3-8】人権尊重への配慮に関する  

考え方 
2 

【3-9】障害を理由とする差別の  

解消の促進に関する考え方  
3 

4 サービス向上の考え方と方策  

 利用者のニーズを把握し、質の高

いサービスを提供することで、施設

の効用を最大限に発揮することがで

きるか。  

【4-1】利用者ニーズや苦情の把握と  

対応について  
10 

43 

【4-2】利用促進・サービス向上及び  

経費削減等効率化の方策  
13 

【4-3】各指定管理事業の具体的な方策  16 

【4-4】自主事業の実施計画  4 

５  収支計画 

 提案された収支計画は、適切な見

積りにより算出された実現可能性の

あるものであり、かつ管理運営コス

トの縮減を図ることができるものか

。 

【5-1】指定管理料の見積もり額  10 

10 

【5-2】収支計画  0 

合計 100 

 

※ 指定管理料の見積もり額に関する評価は、以下の計算式で計算します。

なお、価格点は四捨五入、ただし市設定額を下回るものは満点、上限額

と同額のものは１点とする  

 

 ＜計算式＞ 

 価格点＝配点(満点)×(上限額－提案額)／(上限額－市設定額(非公開)) 

 

(2) 選定結果の通知 

選定結果の通知は、全ての応募者に文書で通知します。また、市のホー

ムページ等においても、全ての応募団体の名称、総得点、項目別得点及び
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指定管理者候補者に選定された団体の選定理由等を公表します。選定され

た団体については、提出された事業計画書等を、法人の経営状況等に係る

情報を除き、公表します。  

 

14 指定管理者の指定 

指定管理者候補者として選定されたものは、議会の議決（令和４年12月予

定）を経て、指定管理者として指定します。なお、議決が得られなかった場

合において、候補者が本件に支出した費用について、市は補償しません。  

  議決を得て、指定管理者として選定された団体には、指定通知書をもって

この旨を通知します。 

 

15 選定スケジュール（予定）  

令和４年８月１日 指定管理者候補者募集要項の配布開始  

 令和４年８月10日 要項配布終了 

 令和４年８月12日 質問受付開始 

※募集に関するスケジュール等の簡易な質問については随時受け付けしま  

すが、詳細な質問については質問票にて文書受付し、後日回答します。  

令和４年８月18日 現地見学会・説明会の実施（午後２時から） 

 令和４年８月24日 申請書受付開始 

令和４年８月30日 質問受付終了 

令和４年９月５日 質問回答（市ホームページにて回答掲載） 

令和４年９月15日 申請書受付終了 

令和４年10～11月 指定管理者候補者選定委員会において審査、選定応募者

へ結果を通知 

令和４年12月～  市議会に指定に関する議案上程  

可決後、３月までに協定書締結  

令和５年２～３月  現指定管理者との引継ぎ及び地区保健福祉センターと

の調整 

令和５年４月１日 新指定管理者による管理の開始  

 

16 協定の締結 

指定管理者は、次の事項について、市と管理運営協定を締結します。  

(1) 事業計画に関する事項  

(2) 管理運営経費の額及び支払い方法に関する事項 

(3) 事業報告に関する事項  

(4) 指定の取消し及び管理運営業務の停止に関する事項  

(5) 管理運営業務に関し知り得た個人情報の保護に関する事項  

(6) 管理運営業務に関し取得した文書の取扱に関する事項  

(7) ハートフル内の物品の所有権の帰属に関する事項  

(8) 管理運営に起因する事故等の賠償責任及び求償に関する事項  

(9) 災害時における市への協力義務等に関する事項  
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(10) その他市長が必要と認める事項  

 

17 その他 

(1) 応募に関して支出した費用や提供したノウハウの対価等については、補

填その他一切支払い等はいたしません。  

(2) 提出された書類等は、茨木市情報公開条例に規定する公文書に該当し、

本市の公文書の公開請求の対象となります。また、提出された指定管理に

係る事業計画書を当該条例に基づき公開することがあります。  

(3) 団体の提出する書類の著作権はそれぞれの作成団体に帰属します。なお、

本件において公表する場合は、市は団体の提出書類の全部または一部を無

償使用できるものとします。  

(4) 書類提出後に応募を辞退する場合は、辞退届 (様式は任意)を提出してく

ださい。 

(5) 応募１団体につき、提案は１件のみとします。  

(6) 応募者は選定委員に対し、本件応募についての接触を禁じます。接触の

事実が認められた場合は失格となることがあります。  

(7) 指定期間終了もしくは指定取消しにより、次の指定管理者に管理運営業

務を引き継ぐ際は、円滑な引継（必要に応じて、利用者の新たな事業所等

への利用調整含む。）に協力するとともに、必要なデータ等について提供し

ていただきます。 

(8) 指定管理者が正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定管

理者の指定を取り消すことがあります。また、協定の締結までに事業の履

行が確実でないと認められるとき又は著しく社会的信用を損なう等により

指定管理者としてふさわしくないと認められるときは、指定管理者の指定

を取り消し、協定を締結しないことがあります。これらの場合、指定管理

者の指定を取り消されたものは、本市に生じた損害を賠償しなければなり

ません。 

(9) 市又は教育委員会が主催、共催、協賛、後援その他の形態で該当施設を

使用する場合は、協力していただきます。  

(10) 当施設は、市の福祉避難所に指定されています。指定管理者は、災害時

には、市の指示及び茨木市避難所運営マニュアルに従い、避難所の開設及

び運営（平時においては、訓練や避難所運営の検討）の支援をするものと

します。 

(11) ハートフルの管理運営業務に当たり、指定管理者が法人市民税等の納税

義務を負う場合があります。  

(12) 提案された内容については、市と協議のうえ、市の承認を前提として、

必ず実施していただきます。  

 

18 問合せ先及び書類の提出先 

(1) 住  所       〒567-8505 茨木市駅前三丁目８番 13 号 

(2) 担当部課名     福祉部障害福祉課（南館２階 17 番窓口） 
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(3) 電話番号      072-620-1636（直通） 

(4) ＦＡＸ       072-627-1692 

(5) メールアドレス   syogaifukushi@city.ibaraki.lg.jp 

 

 

＜別添資料＞ 

・平面図 

・物品等一覧 

・業務仕様書 

・特記仕様書 

・地区保健福祉センター部分における指定管理者の業務範囲について  

・茨木市立障害福祉センター条例・同施行規則 

・ 茨木市における障害を理由とする差別を解消するための職員対応要領  

・茨木市障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例  

・施設の管理に関する参考情報  

・指定管理者指定申請書（様式１）  

・団体概要書兼類似施設事業実績書（様式２） 

・事業計画書（様式３） 

・労働福祉の考え方チェックシート（様式４）  

・収支予算書（様式５） 

・応募資格を満たす旨の誓約書（様式６） 

・市税の納税確認同意書（様式７） 

・質問票（様式８） 

・指定管理者候補者募集説明会参加申込書（様式９） 
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市 指定管理者

応募費用 指定管理者募集への応募費用に関するもの ○

金利の変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

物価の変動 物価の変動に伴う経費の増 ○

市から指定管理者への経費の支払い遅延によるもの ○

上記以外のもの ○

市場環境の変化
利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの誤り、その他の事由に
よる経営不振

○

法制度・許認可の新設・変更に関するもの（指定管理業務に影響を及
ぼすもの）

○

法制度・許認可の新設・変更に関するもの（上記及び他の項目に記載
されている以外のもの）

○

許認可の遅延に関するもの（茨木市が取得するもの） ○

許認可の遅延に関するもの（上記以外のもの） ○

法人税等指定管理者の利益に関するもの ○

消費税に関するもの ○

上記以外のもの ○ ○

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りによるもの ○

仕様書、募集要項等市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○

政治、行政的理由による指
定管理業務の変更

政治、行政的理由から、指定管理業務の継続に支障が生じた場合又は
指定管理業務の内容変更が生じた場合の経費及びその後の維持管理経
費における当該事情による経費の増

○

指定管理者の責めによるもの（指定管理者の破綻含む。） ○

市の責めによるもの ○

上記以外のもの ○ ○

地域との協調 ○

施設の管理に対する住民及び施設利用者からの反対、苦情、要望への
対応

○

上記以外のもの ○

指定管理者の発意により行うもの ○

市の発意により行うもの ○

経年劣化によるもの（100万円未満のもの） ○

経年劣化によるもの（上記以外のもの） ○

法令改正により必要となった施設等の維持補修（施設利用者の生命身
体の安全確保を目的として施設等の改修が必要となった場合）

○

指定管理者の故意又は過失によるもの ○

第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの ○ ○

天災その他不可抗力によるもの ○ ○

指定管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与えた場合 ○

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○

警備業務、セキュリティ
指定管理者の警備業務の不備による事故、盗難、火災、情報漏洩等に
よる損害に関するもの

○

引継ぎ、撤収コスト 指定管理業務の引継ぎ及び指定管理者の撤収に要するコスト ○

施設・設備・備品等の損害

施設・設備・備品等の維持
補修

第三者への賠償

周辺地域・住民及び施設利
用者への対応

指定管理業務の遅延・中
断・中止

書類の誤り

資金調達

許認可の遅延

税制度の変更

負　担　者
種　　　類 リ　ス　ク　の　内　容

法制度の変更等

別表 リスク分担表 
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※ その他、上記以外の問題が生じたときは、協議事項とする。  

※ 協議事項については、事案ごとの原因により判断するが、第一次責任は指

定管理者が有するものとする。 



機械浴室

（３）



旧



生活介護室
多目的

トイレ

トイレ

機能訓練室 生活介護食堂



交 流 室
倉

庫







物品等（Ⅰ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 取得日付 取得区分 異動区分 取得金額

1 演台 H8.3.29 購入 取得 135,400

2 折りたたみ机 H15.5.30 購入 取得 201,900

3 ＯＡ机 H8.3.29 購入 取得 34,900

4 ＯＡ机 H8.3.29 購入 取得 34,150

5 ＯＡ机 H8.3.29 購入 取得 34,150

6 ＯＡ机 H8.3.29 購入 取得 34,150

7 事務椅子 H14.3.27 購入 管理換 18,300

8 事務椅子 H14.3.27 購入 管理換 18,300

9 事務椅子 H14.3.27 購入 管理換 18,300

10 事務椅子 H14.3.27 購入 管理換 18,300

11 事務椅子 H14.3.27 購入 管理換 18,300

12 事務椅子 H15.3.27 購入 管理換 18,300

13 事務椅子 H15.3.27 購入 管理換 18,300

14 事務椅子 H15.4.30 購入 管理換 29,500

15 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 80,000

16 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

17 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

18 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

19 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

20 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

21 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 59,000

22 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 82,000

23 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 100,000

24 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 100,000

25 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 39,500

26 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 39,500

27 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 39,500

28 応接椅子 H8.3.29 購入 取得 104,000

29 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

30 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

31 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

32 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

33 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

34 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

35 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

36 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

37 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700



物品等（Ⅰ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 取得日付 取得区分 異動区分 取得金額

38 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

39 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

40 パイプ椅子 H8.3.29 購入 取得 52,700

41 書架 H16.8.25 購入 取得 39,200

42 書架 H16.8.25 購入 取得 39,200

43 書架 H16.9.22 購入 取得 38,000

44 整理棚 H8.3.31 購入 取得 97,300

45 整理棚 H8.3.29 購入 取得 31,700

46 整理棚 H8.3.29 購入 取得 31,700

47 整理棚 H8.3.29 購入 取得 39,500

48 整理棚 H15.5.27 購入 取得 45,500

49 整理棚 H8.3.29 購入 取得 120,000

50 整理棚 H8.3.29 購入 取得 31,700

51 キャビネット H8.3.31 購入 取得 41,500

52 キャビネット H8.3.29 購入 取得 73,600

53 キャビネット H8.3.29 購入 取得 36,700

54 キャビネット H8.3.29 購入 取得 36,700

55 キャビネット H8.3.31 購入 取得 41,500

56 整理箱 H8.3.29 購入 取得 84,000

57 整理箱 H8.3.29 購入 取得 59,500

58 整理箱 H8.3.29 購入 取得 54,000

59 整理箱 H8.3.29 購入 取得 54,000

60 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

61 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

62 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

63 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

64 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

65 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

66 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

67 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

68 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

69 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

70 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

71 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

72 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

73 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

74 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950



物品等（Ⅰ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 取得日付 取得区分 異動区分 取得金額

75 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

76 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

77 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 12,950

78 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 35,500

79 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 35,500

80 更衣ロッカー H8.3.29 購入 取得 35,500

81 複写機 H16.6.29 購入 取得 203,000

82 シュレッダー H8.3.28 購入 取得 290,000

83 ワードプロセッサー H8.3.29 購入 取得 110,004

84 パーソナルコンピューター H18.4.28 購入 取得 137,000

85 コンプレッサー H10.12.1 寄贈 取得 30,000

86 のこぎり H9.5.1 寄贈 取得 59,830

87 体重計 H8.3.31 購入 取得 128,000

88 体重計 H8.3.31 購入 取得 128,000

89 体重計 H8.3.31 購入 取得 128,000

90 傘立 H8.3.29 購入 取得 78,300

91 傘立 H8.3.29 購入 取得 78,300

92 傘立 H8.3.29 購入 取得 78,300

93 ワゴン H8.3.29 購入 取得 33,500

94 茶道具 H8.3.29 購入 取得 32,000

95 茶道具 H8.3.29 購入 取得 48,000

96 茶道具 H8.3.29 購入 取得 110,050

97 レンジ H8.3.27 購入 取得 37,900

98 消毒保管庫 H8.3.31 購入 取得 126,000

99 乾熱滅菌器 H8.3.29 購入 取得 133,450

100 バランスボール H19.9.6 購入 取得 30,700

101 ピアノ H8.3.21 購入 管理換 145,230

102 訓練用機器 H8.3.29 購入 取得 576,800

103 訓練用機器 H11.10.26 寄贈 取得 150,150

104 訓練用機器 H8.3.22 購入 取得 175,100

105 訓練用機器 H8.3.22 購入 取得 173,040

106 訓練台 H8.3.22 購入 取得 105,060

107 肋木 H8.3.29 購入 取得 228,000

108 手指訓練用器具 H8.3.31 購入 取得 306,000

109 モデル台 H8.3.31 購入 取得 53,550

110 モデル台 H8.3.31 購入 取得 53,550

111 モデル台 H8.3.31 購入 取得 53,550



物品等（Ⅰ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 取得日付 取得区分 異動区分 取得金額

112 陶芸窯セット H8.3.15 購入 取得 1,967,300

113 版画 H8.4.26 寄贈 取得 150,000

114 絵画 H8.3.29 その他 管理換 80,000

115 黒板類 H8.3.29 購入 取得 38,500

116 黒板類 H8.3.29 購入 取得 38,500

117 掲示板 H8.7.22 購入 取得 45,000

118 台類 H8.3.29 購入 取得 48,600

119 台類 S57.3.19 その他 管理換 31,000

120 台類 H14.2.1 寄贈 取得 250,000

121 車椅子 H8.3.22 購入 取得 44,000

122 車椅子 H14.2.1 寄贈 取得 200,000

123 車椅子 H8.3.22 購入 取得 44,000

124 車椅子 H8.3.22 購入 取得 44,000

125 車椅子 H8.3.22 購入 取得 44,000

126 車椅子 H14.2.1 寄贈 取得 50,000

127 サイクルトレーナー H20.6.27 移入 取得 118,500

128 テレビジョン受像機 H21.10.6 移入 取得 128,000

129 情報案内システム H24.1.31 移入 取得 938,500

130 プロジェクター H24.5.1 移入 取得 122,000

131 プリンター H24.6.12 移入 取得 439,000

132 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

133 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

134 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

135 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

136 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

137 パーソナルコンピューター H24.9.13 移入 取得 92,900

138 昇降浴槽(酒井医療㈱ ライラックプラス LA-560M R) H31.2.15 移入 取得 6,210,000



物品等（Ⅱ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 規格・品番 個数 取得日

1 ipad(第5世代） MP2Ｇ2J/Ａ 1 2018.1.6

2 ゆさぶーる SB003 1 2018

3 昇降ベッド 油圧式昇降ベッド 1 2019.6.7

4 平行棒 ミニ平行棒ささえ愛TY500 1 2019.8.10

5 温水便座 TCF8CK66#SC1 2 2020.2.20

6 プロセスカートリッジ LB319B 1 2019.2.20

7 振動マシン DRAIR　SB003 1 2019.3.31

8 フットマッサージ ｸﾚｲｼﾞｰﾌｯﾄﾏｯｻｰｼﾞ 1 2019.3.24

9 デスクワゴン SD-IS46C3SAWN4 1 2019.3.26

10 大型石油ストーブ KF-196 1 2019.3.26

11 大型石油ストーブ KF-196 1 2019.3.26

12 平行棒 移動式平行棒ｱﾙｺｰEX 1 2019.3.31

13 温水便座 TCF8CK66#SC1 1 2019.3.31

14 飛沫防止アクリル板 2 2020.10.29

15 会議用テーブル KT-1201PAWN3ﾘｰﾌﾗｲﾝ 33 2020.3.2

16 会議用サティオ CK-M621E2VR66 62 2020.3.2

17 温水洗浄便座 DL-ENX10-CP 9 2020.3.3

18 プリンター OKI-B801N 1 2020.3.3

19 アップル　ipad appleipadMYLD2J/A 5 2020.3.25

20 洗濯機 PanasonicNAF60B14 1 2020.3.30

21 乾燥機 Panasonic5KG 1 2020.3.30

22 車いす用体重計 PW-650A 1 2020.3.30

23 体重計表示ﾎﾞｯｸｽｽﾀﾝﾄﾞ 車いす体重計用 1 2020.3.30

24 ﾜｲﾔﾚｽﾁｭ-ﾅｰユニット WT-UD93 1 2020.3.30

25 デジタルカメラ ソニーVLOGCAM　ZV-1 1 2020.3.30

26 デジタル一眼カメラ ソニーILCE-6000Y-S 1 2020.3.30

27 プロジェクター ｴﾌﾟｿﾝ　EB-FH52 2 2020.3.30

28 ブルーレイレコーダー 2BC05CW1 1 2020.9.30

29 洗濯機 PanasonicNAF60B14 1 2020.2.18

30 乾燥機 Panasonic5KG 1 2020.2.18

31 プリンター B801N　両面ユニット付 1 2021

32 掲示板 ｗ1800×H900、ｗ600×H900 2 2021.1.19

33 チェアポーター CP-6200 5 2021.1.6

34 ピクチャーレール L-5000、L-3000、L-2400 3 2021.1.7

35 ロンステップマット ｗ1800×D900 2 2021.2.3

36 セラムヒート ﾀﾞｲｷﾝ　CER11YS-W 8 2021.2.28

37 パソコン Dellテクノロジーズ 2 2021.2.28

38 yogibo PRO-MAX-BG 1 2021.3.15

39 介護用ベッド パラマウントKQ-B6306 2 2021.3.16

40 会議用テーブル KT-1200PAWN3 25 2021.3.29



物品等（Ⅱ種） 茨木市立障害福祉センター

品名 規格・品番 個数 取得日

41 会議用椅子 ｻﾃｨｵCK-M621E2ＶR94 4 2021.3.31

42 ポータブル発電機 jackery　電圧1500 1 2021.3.3

43 ソーラーパネル jackery100ｃ 1 2021.3.3

44 スクリーン衝立 防炎タイプ　F-1812 1 2021.3.31

45 冷凍庫 ｱﾋﾞﾃｯｸｽ145ℓ 1 2021.3.18

46 ｶｾｯﾄｶﾞｽｽﾄｰﾌﾞ 岩谷産業　CBSTVHYD 6 2021.3.18

47 洗濯機 東芝　10㎏タイプ 2 2021.3.11

48 タブレット ｱｯﾌﾟﾙIPAD　第9世代 1 2021.3.8

49 プロジェクター リコー　PJWX2440 3 2021.3.31

50 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾜｲﾔﾚｽｱﾝﾌﾟ JVCｹﾝｳｯﾄﾞ　PE-W51SB 1 2021.3.31
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茨木市立障害福祉センターハートフル  

管理運営業務仕様書（要求水準書）  

 

１ 管理運営の基本方針  

(1) 施設の設置目的、機能  

 本市障害者福祉の総合的な多機能施設として障害者に対して日常生活の

介護、相談、訓練、文化、情報等の機会を提供し、地域社会での自立生活

の増進及び福祉の向上を図る。 

(2) 管理運営 

  利用者数が変動するなどの管理業務量の変動を考慮し、より効率的な組

織・体制での運営を心がけるとともに、運営コストを常に意識し、経費の

縮減に努めること。  

  施設の管理運営については、利用者の安全性・利便性確保のために必要

な人員数を配置するとともに、専門的な知識・経験を要するところには必

要な人員を配置すること。  

「３密」の回避（密集、密接、密閉）など「新しい生活様式」を取り入

れた管理運営を行うこと。  

(3) 施設の維持管理 

  施設の機能を十分に発揮でき、利用者が安全かつ快適に利用できるよう

適切に管理するとともに、施設の機能を維持し、経済的損失を最小限にと

どめるよう点検・修繕及び清掃等を適切に行うこと。  

 また、衛生管理に努めるとともに各種法令等を順守し、適正な管理を心

がけること。 

(4) 利用者等の要望・苦情等への対応  

  地域住民や利用者等の相談・苦情等については、迅速かつ適切に処理す

るとともに、管理運営に反映させること。また、その内容及び対応につい

ては、速やかに市に報告すること。  

(5) 平等利用 

  正当な理由がない限り市民が施設を利用することを拒んではならず、ま

た、施設の利用にあって不当な差別的扱いをしてはならない。  

(6) 情報公開 

  施設の管理運営を行うにあたって作成し、又は取得した文書等について

は、個人情報等あらかじめ非開示情報として定めているもの以外は、開示

を求める者に対して、これを開示すること。  

(7) モニタリング 

 指定管理者は、業務の改善を目的として、施設の管理運営に対する自己

モニタリングを行うとともに、市が実施するモニタリング及びモニタリン

グ計画の作成に協力すること。  

 なお、毎年度末、市はモニタリングの結果をとりまとめ、これに基づい

て判定した１年間の評価と併せて、市のホームページ等で公表する。 
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(8) 市民サービスの向上  

  市民サービスの向上につながる業務を創意工夫して行い、利用者の満足

度を高めていくこと。 

(9) 利用促進 

魅力的なイベントの企画、講座の開催等、施設の利用促進につながるよ

うな活動を継続して実施するとともに、広報活動を通して利用者への情報

の提供に努めること。 

(10) 関係施設や地域住民等との連携  

  関係施設や地域住民等との連携を図り、施設の円滑な管理運営に努める

こと。 

 

２ 施設の概要 

(1)  名 称:茨木市立障害福祉センターハートフル  

(2)  所 在 地:茨木市片桐町４番 26 号 

(3) 開所時間:午前９時から午後９時 30 分まで 

(4) 休 所 日: ア 日曜日及び月曜日（講座、研修及び啓発並びに施設の供

与に関する事業については、日曜日を除く）  

イ 国民の祝日に関する法律に規定する休日  

ウ 12 月 29 日から翌年１月３日まで 

(5) 事 業：①障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため     

の法律（以下「障害者総合支援法」という。）第 77 条に 

規定する地域生活支援事業の地域活動支援センターとし 

て、創作的活動、機能訓練、社会適応訓練等の事業  

②障害者総合支援法第 29 条第１項に規定する指定障害福祉  

サービスの事業所として行う同法第５条第７項に規定する  

生活介護事業として、生活介護計画の作成、日常生活の介  

護、創作的活動又は生産活動、体育的活動、機能訓練、集  

団・余暇活動、送迎業務、入浴サービス、医療的ケア等の 

業務 

③入浴サービスに関する業務  

④相談に関する業務 

⑤情報の提供に関する業務  

⑥講座、研修（地域生活支援拠点に係る専門的人材の確保・  

養成に関する研修含む）及び啓発に関する業務  

⑦施設の供与に関する業務  

⑧建物及び付帯施設等の維持管理・保守に関する業務  

(修繕については、地区保健福祉センター事務室除く） 

⑨受付・案内・収納業務 

⑩警備業務 

⑪清掃業務 

⑫その他 
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(6) 施設面積等：建築面積 １０２９．１０㎡ 

延床面積 ４２５５．８５㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造４階地下１階建  

(7) 施設内容：地下１階：倉庫(４室）、陶芸窯室、浴室（介護浴室１室、 

機械浴室３室）、更衣室、ボイラー室、設備機械 

室（貯水槽）、消火ポンプ室、清掃要員室、トイ 

レ 

                １  階：情報コーナー、談話ロビー、事務室、保健室、  

相談室、印刷室、旧監視員室、食堂※、厨房※、調 

理員室※、食品庫※、トイレ、車椅子用トイレ、屋 

内駐車場 

※令和４年度中に地区保健福祉センター事務室に改修予定 

２  階：生活介護室、生活介護食堂、相談室（２室）、社

会適応訓練室、倉庫（２室）、 OA研修室、機能訓

練室、作業訓練室、事務室、湯沸室、トイレ、多

目的トイレ、車椅子用トイレ 

３  階：調理実習室、会議室、倉庫、研修室、交流室、音

楽室、和室、創作活動室、多目的訓練室、湯沸室、

トイレ、多目的トイレ、車椅子用トイレ 

４  階：第１・第２会議室、大会議室、談話交流室、団体

用ロッカー、トイレ、車椅子用トイレ、屋上庭園 

そ の 他：エレベーター（２基）、屋外駐車場、駐輪場、地

域のごみ集積場 等 

(8) 施設の図面等：別添資料「平面図」、「物品等一覧」参照 

 

※指定管理者は、茨木市立障害福祉センター条例施行規則第７条及び第８  

条に基づき、開所時間及び休所日を変更又は臨時に休館するときは、あ  

らかじめ市長の承認を得なければならない。 

 

３ 指定管理者が行う業務  

(1)  管理運営に関する主な業務  

ア 基本的な管理運営業務  

・所長は常勤とし、障害福祉サービス事業所での勤務経験を持ち、施

設運営全般に責任を持つことのできる人材であること。  

・生活介護事業に管理者として１名（所長との兼務も可）、サービス

管理責任者１名以上（１名以上は常勤で専任）、医師１名（非常勤

の嘱託医でも可）、看護職員（保健師または、看護師若しくは准看

護師）１名以上、理学療法士または作業療法士（常勤・非常勤問わ

ない。兼務も可）１名、生活支援員１名以上（看護職員及び生活支

援員のうち１名以上は常勤）を配置する。 
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・ 地域活動支援センターⅡ型事業に管理者として１名（所長及び生活

介護事業との兼務も可）、指導員１名以上（１名以上は常勤。兼務

可）、介護職員１名、常勤の指導員（理学療法士・作業療法士等事

業に必要な専門職員）２名を配置する。 

・ 講座、研修及び啓発に関する業務、受付・案内・収納業務等に従事

する 事務職員（常勤・非常勤を問わない。）を１名以上置くもの

とする。ただし、事務職員のうち１名以上は手話通訳（有資格者）

ができるものとする。 

・人員等について、法令及び実施基準で定められている職種の人数等

については、法令等を遵守するとともに、現行の職員配置状況を勘

案の上、事業を実施するにあたり適切な職員配置にすること。  

※第三者への委託については、清掃、警備といった個々の業務は市の

承認を得ることでできるが、管理に係る業務を一括して第三者へ委

託することはできない。  

また、第三者に委託した業務については、常に実施状況を把握する

とともに、必要に応じて指導するなど、責任を持って管理すること。  

イ 職員への研修の実施  

職員に業務上必要な倫理観及び人権意識の向上並びに個人情報保護 

の順守並びに接遇その他研修を行うこと。  

ウ  年度計画書等の作成  

指定管理者が行う業務に関する年度計画書等を作成し、市が定める期 

限までに市に提出し、承認を得る。  

エ  年度計画書等の作成  

 「５ 報告書の作成」を参照する。  

オ  各種物品、消耗品の購入  

カ  光熱水費等の支払などの経理事務  

キ  他市町村等からの行政視察及び見学者への施設等の説明  

ク  本市が推進する事業に伴う業務等  

 (2) 施設の維持管理に関する主な業務  

ア 施設の保守管理業務  

施設を適切に運営するために、法定点検を実施するとともに、日常的

に施設の点検等を行うこと。なお、法定点検の点検結果について、市の

指定する様式で報告すること。 

また、施設を安全・安心に利用できるよう施設の保全に努めるととも

に、建築物等の不具合を発見した際には、速やかに改善を図るよう適切

に対応すること。 

イ 施設及び敷地内清掃  

施設の衛生環境の維持に心がけ、施設として快適な空間を保つために

必要な清掃業務を実施すること。  

  また、作業時は利用者や通行者に十分注意すること。  

ウ 設備等の保守点検 

 附属設備等の安全確保及び適切な管理運営のために、次に掲げる保守
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点検等の必要な処置を講じること。  

(ｱ) 附属設備等の法定点検及び性能、機能保全のため、機能点検、機器の

動作確認、整備業務等を行うこと。  

(ｲ) 故障等の発生や短期間のうちに故障が発生すると見込まれる場合は、

速やかに改善が図れるよう適切に対応すること。  

エ 駐車場管理 

敷地内にある駐車場の車両の監視を行うとともに、必要に応じて車両

の誘導を適切に行い、事故等のないように安全を確保すること。  

また、繁忙期には、車両誘導員の配置などの対策を講じること。  

オ 警備業務 

施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して利用でき

る環境を確保した警備業務を実施するとともに、防火管理者を設置する

こと。 

(3) 講座、研修及び啓発に関する主な事業 

下記の業務を行うことを基本とする。なお、具体的な業務内容について

は、別紙「業務特記仕様書」を参照すること。  

  ア ハートフル講座開催事業 

   障害者を対象とした健康・趣味等に関する講座の開催 

  イ 市民交流講座開催事業 

   障害のある人、ない人の交流による相互理解促進につながる講座の開催 

  ウ 地域生活支援拠点 人材育成事業 

   本市の福祉従事者の人材育成と新たな福祉人材の確保に関すること。  

  (4) 新たな事業の実施 

  具体的に市が指定する業務以外に新たな業務の実施を希望する場合は、  

申請の際に提出する事業計画書で提案すること。  

(5) 自己モニタリングの実施 

ア 日常・定期的に行う業務の遂行を記録し、これに対する自己評価を行

うこと。 

イ 利用者等に対して施設の管理運営についてのアンケート調査を行うな

ど、施設に対するニーズ等を把握すること。なお、アンケート調査の結

果については、速やかに市へ報告すること。  

ウ 市が実施するモニタリングや、モニタリング計画の作成に協力するこ

と。 

 

４ 職員の確保 

 「３ 指定管理者が行う業務」を実施するために必要な業務執行体制を確

保するとともに、労働基準法等関係法令を順守し、市民サービスの向上と効

率的な施設運営を行うために適正な人数の職員を配置すること。  

５ 報告書の作成 

(1) 定期報告書 

 毎月終了後 10 日以内に、当該月における次に掲げる事項を記載した定

期報告書を本市に提出すること。 
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ア 条例第３条に規定する事業の実施状況に関する事項  

イ ハートフルの利用状況に関する事項  

ウ 料金収入の状況及び管理経費等の収支状況等  

エ ハートフルの管理状況に関する事項  

オ 利用者の意見、苦情及びそれに対する改善状況  

カ その他市が指示する事項  

(2) 事業報告書 

 毎年度終了後 30 日以内に、当該年度における次に掲げる事項を記載し

た事業報告書を本市に提出すること。  

ア 条例第３条に規定する事業の実施状況に関する事項  

イ ハートフルの利用状況に関する事項  

ウ 料金収入の状況及び管理経費等の収支状況等  

エ ハートフルの管理状況に関する事項  

オ 利用者の意見、苦情及びそれに対する改善状況  

カ その他市が指示する事項  

 

６ 調査、監督、監査について  

市が行う管理状況の把握のための調査、それに基づく是正措置についての

指示等については、正当な理由なく、調査又は報告、資料の提出及びその是

正措置についての指示等を拒否することはできない。  

 

７ 物品の帰属等 

 管理に必要な備品等の帰属については、市及び指定管理者で協議の上、定

めるものとする。 

 

８ 施設等の修繕の費用負担  

(1) 施 設 及 び 設 備 等 の 軽 微 な 修 繕 等 （ 100 万 円 未 満 ） ･･･指 定 管 理 者

の負 担  

(2) 施 設 等 の 大 規 模 な 改 修 等 や 指 定 管 理 料 の 範 囲 内 で は 困 難 な 修 繕

等（ 100 万円 以 上 ） ･･･市 の 負担  

(3) 上 記 (2)の 修 繕 で あ っ て も 、 指 定 管 理 者 の 責 め に 帰 す べ き き 損 等

の場 合 は、 指 定管 理者 の 負担 と する 。  

 

９ 安全管理 

  事故の防止や防犯については、保安警備に努めるなど利用者が安心して利

用できる環境を確保すること。 

 

 

10 緊急時の対応 

  事故や地震、その他災害等緊急時の対応については、日ごろから必要な訓

練を行うとともに、利用者を適切に避難誘導できる体制を整え、市の防災訓

練の実施にも協力すること。  
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11 災害への対応 

当施設が、市の福祉避難所に指定されていることを踏まえ、指定管理者は、

災害時には、市の指示及び茨木市避難所運営マニュアルに従い、避難所の開

設及び運営（平時においては、訓練や避難所運営の検討）の支援を行うもの

とする。 

 

12  秘密保持義務 

   指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及

び茨木市個人情報保護条例（平成 18 年茨木市条例第 36 号）の規定に準拠し、

本業務の実施に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷等の事故防

止その他個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じること。また、当

該施設を管理運営する上で知ることのできた秘密を他に漏らし、又は自己の

利益のために利用してはならない。  

  指定管理者でなくなったり、又は従事者が職務を退いた後も同様とする。  

 

13  損害賠償 

  管理業務を実施中に故意又は過失により茨木市又は第三者に対して損害を

与えたときは、その損害を賠償しなければならない。  

 

14 法令等の順守 

管理にあたっては、次に掲げる法令等に基づき実施しなければならない。  

(1) 地方自治法 

(2) 障害者基本法、障害者総合支援法、障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律 

(3) 当該施設の管理運営に係る関係法令  

(4) 労働関係法令 

(5) 本市関係条例 

(6) 同施行規則 

(7) その他 

※法令に定めのない事項について疑義が生じた場合の措置については、その

都度本市と協議して決定するものとする。  

 

15 環境への配慮 

指定管理業務の遂行にあたっては、茨木市環境基本条例（平成 15 年茨木

市条例第 27 号）に基づき、環境への配慮に留意しなければならない。なお、

ハートフル敷地内は禁煙とする。 

 

 

16 障害者差別の解消 

  指定管理業務の遂行にあたっては、茨木市障害のある人もない人も共に生

きるまちづくり条例（平成 30 年茨木市条例第 17 号）の趣旨を尊重するとと
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もに、茨木市における障害を理由とする差別を解消するための職員対応要領

（平成 28 年４月１日実施）に定める市民対応に努めなければならない。 

 

17 協定の締結 

  管理の基準、業務の範囲など条例で定める事項のほか、業務執行上必要と

なる事項を両者で協議し、協定を締結する。  

 

18 その他 

(1) 利用料金収入 

  施設の利用料金は、指定管理者の収入とする。利用料金の額は条例に定

める額の範囲内で､市長の承認を得て定めること｡  

(2) その他 

 この仕様書に記載のない事項については、市と指定管理者双方において

協議により定めることとする｡  



ハートフル講座開催事業 業務仕様書 

 

 １ 業務内容 

  障害者福祉の向上を図るため、茨木市立障害福祉センター条例第３条（6）に掲げ 

る事業として、以下の業務を行うものとする。 

  （1）障害者の健康づくりの支援に関すること。（健康体操、講和の開催など） 

  （2）障害者の文化活動の支援に関すること。（絵画、陶芸教室の開催など） 

  （3）その他、センター主催の各種イベント等の開催 

 

 ２ 事業計画 

  指定管理者は、予算の範囲内で、上記事業を７講座、１講座当たり年 16回以上 

実施するものとする。なお、実施に当たっては、年度協定締結時に、年度計画書と 

併せて提案し、市の承認を得て実施すること。 

 

 ３ その他 

 （1）実施に当たっては、市と十分に協議の上、市の指示に従い実施すること。 

 （2）この仕様書に定めのない事項及び細目については、その都度、協議の上定める 

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



市民交流講座開催事業 業務仕様書 

 

 １ 業務内容 

  障害者福祉の向上を図るため、茨木市立障害福祉センター条例第３条（6）に掲げ 

る事業として、以下の業務を行うものとする。 

  （1）障害のある人、ない人が交流し、障害者理解の促進に資する講座等の開催 

    （健康体操、音訳、絵画・工芸・手芸など） 

  （2）その他、センター主催の各種イベント等の開催 

 

 ２ 事業計画 

  指定管理者は、予算の範囲内で、上記事業を 6講座、１講座当たり年８回以上実 

施するものとする。なお、実施に当たっては、年度協定締結時に、年度計画書と併 

せて提案し、市の承認を得て実施すること。 

 

 ３ その他 

 （1）実施に当たっては、市と十分に協議の上、市の指示に従い実施すること。 

 （2）この仕様書に定めのない事項及び細目については、その都度、協議の上定める 

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域生活支援拠点等人材育成事業 業務仕様書 

 

  障害者福祉の向上を図るため、茨木市立障害福祉センター条例第３条（6）に掲げ 

る事業として、以下の業務を行うものとする。 

  （1）市内の福祉従事者の人材育成に関すること。 

  （2）新たな福祉人材の確保に関すること。 

  （3）上記（1）（2）を実現するための企画・立案、講座や研修会の開催等 

 

 ２ 事業計画 

  指定管理者は、予算の範囲内で、上記事業を実施するものとする。なお、実施に 

当たっては、年度協定締結時に、年度計画書と併せて提案し、市の承認を得て実施 

すること。 

 

 ３ その他 

 （1）実施に当たっては、市と十分に協議の上、市の指示に従い実施すること。 

 （2）茨木市自立支援協議会や茨木市事業所連絡会等の関係機関と連携し事業を実 

施すること。 

 （3）この仕様書に定めのない事項及び細目については、その都度、協議の上定める 

ものとする。 

 

 

 ※地域生活支援拠点等 

  障害者等の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、地域移行を進め 

るため、重度障害者にも対応できる専門性を有し、地域生活において、障害者等 

やその家族の緊急事態に対応を図るもの。 



地区保健福祉センター部分における指定管理者の業務範囲について 

 

市は、令和５年４月１日から、茨木市障害福祉センターハートフル１階の、食堂・厨房・調理

員室・食品庫を活用し、地区保健福祉センターの設置を予定しています。 

 

地区保健福祉センターは、市保健師、生活支援コーディネーター、コミュニティソーシャルワ

ーカー（ＣＳＷ）、社会福祉協議会地区担当職員、地域包括支援センター、障害者相談支援事業

所等が常駐する、地域における相談・支援、地域づくりの拠点施設です。 

 

地区保健福祉センター部分についても、施設管理業務の範囲に含まれますが、応募にあたって

は、以下の点に注意し、必要経費を見積もってください。 

 

【注意事項】 

 ①施設管理について 

  地区保健福祉センター部分についても、指定管理者が行う施設管理業務の対象となりま 

す。したがって、当該部分についても、指定管理者が行う建築物定期点検業務や消防設備点 

検業務等の各種点検・保守業務の対象となります。 

 

②光熱水費について 

  地区保健福祉センターで使用する光熱水費についても指定管理者が負担することとなり 

ます。地区保健福祉センターで使用する光熱水費を含め、必要経費を積算してください。 

 

③修繕業務について 

  地区保健福祉センター内で生じた修繕については市が対応します。 

指定管理者が修繕義務を負うことはありません。 

 

 ④清掃業務について 

  地区保健福祉センター内の清掃は、市が行います。 

指定管理者は、当該部分の清掃業務を行う必要はありません。 

 

⑤ゴミ処理について 

 地区保健福祉センター内で生じたゴミの処理は、市が行います。 

ハートフル内のごみ集積場を使用することとし、市（環境事業課）収集により処理します。 

 

⑥その他 

 施設内に複数の事業所が存在することとなりますので、施設の開場や施錠、その他施設管 

理に必要な事項は、市と指定管理者協議の上、決定することとします。 



○茨木市立障害福祉センター条例 

平成８年３月25日 

茨木市条例第６号 

改正 平成13年３月16日条例第４号 

平成15年３月20日条例第13号 

平成17年９月30日条例第24号 

平成18年３月27日条例第15号 

平成18年９月29日条例第27号 

平成21年３月17日条例第17号 

平成21年12月18日条例第61号 

平成22年３月12日条例第17号 

平成23年12月８日条例第30号 

平成24年９月27日条例第35号 

平成25年３月13日条例第５号 

平成25年３月13日条例第14号 

平成26年12月10日条例第36号 

平成29年12月15日条例第34号 

（設置） 

第１条 障害者に対して相談、訓練、文化、情報等の機会を提供し、地域社会での自立生活

の増進及び福祉の向上を図るため、本市に茨木市立障害福祉センター（以下「センター」

という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 茨木市立障害福祉センター ハートフル 

位置 茨木市片桐町４番26号 

（事業） 

第３条 センターは、次の事業を行う。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号。以下「法」という。）第77条に規定する地域生活支援事業の地域活動支援センター

として、創作的活動、機能訓練、社会適応訓練等の事業 

(2) 法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業及び法第77条第１項及び第３項の



規定により行う地域生活支援事業（前号に掲げるものを除く。）で市長が必要と認める

事業 

(3) 入浴サービスに関すること。 

(4) 相談に関すること。 

(5) 情報の提供に関すること。 

(6) 講座、研修及び啓発に関すること。 

(7) 施設の供与に関すること。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、第１条の設置目的を達成するために必要なこと。 

（指定管理者による管理） 

第４条 センターの管理は、法人その他の団体であって、市長が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）にこれを行わせる。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) センターの利用に関する業務 

(2) センターの管理に関する業務 

(3) 第３条各号に掲げる事業の実施 

（指定管理者の指定の申請） 

第６条 第４条の規定による指定を受けようとするものは、申請書に次に掲げる書類を添え

て、当該指定について市長に申請しなければならない。 

(1) センターの事業計画書 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（指定管理者の指定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったもののうち、提出された事業計画書等によ

り、次に掲げる基準に最も適合していると認められるものを、指定管理者の候補者として

選定し、議会の議決を経て指定するものとする。 

(1) その事業計画によるセンターの運営が住民の平等利用を確保することができるもの

であること。 

(2) その事業計画の内容がセンターの効用を発揮させるとともに、その管理に係る経費の

縮減が図られるものであること。 

(3) その事業計画に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

２ 市長は、前項の規定による選定をしようとするときは、あらかじめ、茨木市附属機関設



置条例（平成25年茨木市条例第５号）第２条の規定により設置された茨木市指定管理者候

補者選定委員会の意見を聴かなければならない。ただし、緊急の必要がある場合その他市

長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第８条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長の定めるところ

に従いセンターの管理を行わなければならない。 

（指定の取消し等） 

第９条 市長は、指定管理者が指示に従わないとき、その他指定管理者の責めに帰すべき事

由により当該指定管理者による管理を継続することができないと認めるときは、その指定

を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができ

る。 

（指定等の告示） 

第10条 市長は、指定管理者の指定をしたとき及びその指定を取り消したときは、遅滞なく、

その旨を告示しなければならない。 

（利用者の範囲） 

第11条 センターを利用することができる者は、次のとおりとする。 

(1) 本市に居住する障害者及びその介護を行う者 

(2) 前号の障害者又はその介護を行う者を構成員とする団体 

(3) 本市において障害者へのボランティア活動を行う者及びその団体 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長又は指定管理者が適当と認める者 

（利用の申込み等） 

第12条 第３条第１号及び第２号に掲げる事業を利用しようとする者は、指定管理者に申込

みを行わなければならない。 

２ センターを利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければならな

い。 

（利用の制限） 

第13条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用を拒むことができる。 

(1) 感染症にかかったとき。 

(2) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

(3) 建物、設備、器具等を損傷するおそれがあると認められるとき。 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２



号に規定する暴力団の利益になるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が不適当と認めるとき。 

（利用許可の取消し等） 

第14条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、センターの利用者に対し、

利用条件を変更し、又は許可を取り消すことができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 前条に規定する事由が生じたとき。 

(3) 災害その他事故によりセンターの利用ができなくなったとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が管理上やむを得ない事由があると認めると

き。 

２ 指定管理者は、前項の規定による利用条件の変更又は許可の取消しによって、利用者に

損害が生じてもその責めを負わない。 

（意見の聴取） 

第15条 指定管理者は、必要があると認めるときは、第13条第４号に掲げる事由の有無につ

いて、茨木警察署長の意見を聴くよう市長に求めるものとする。 

２ 市長は、前項の規定による求めがあったときは、第13条第４号に掲げる事由の有無につ

いて、茨木警察署長の意見を聴くものとする。 

（利用料金等） 

第16条 第３条第１号の創作的活動、機能訓練、社会適応訓練等の事業及び同条第２号の法

第77条第１項及び第３項の規定により行う地域生活支援事業に係る利用料金は、茨木市障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域生活支援事業

に係る利用者負担に関する条例（平成18年茨木市条例第28号）第２条第１項の表に規定す

る額とする。この場合において、当該利用者の同表４の項及び６の項から９の項までに掲

げる事業の１月の利用料金の合計額が同条第２項の表４の項及び６の項から９の項まで

に掲げる事業の項に規定する上限月額を超えるときは、当該上限月額を超えない範囲内の

額とする。 

２ 第３条第２号の法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業に係る利用料金は、法

第29条第３項第１号に規定する障害福祉サービスの種類ごとに指定障害福祉サービス等

に通常要する費用（特定費用を除く。）につき、厚生労働大臣が定める基準により算定し

た費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特定費用を除く。）

の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の額）とする。 



３ 前項に定めるもののほか、法第29条第１項に規定する特定費用（法第５条第１項に規定

する障害福祉サービス事業に要した費用に限る。）を徴収する。 

４ 前項の特定費用の額は、実費に相当する額の範囲内で規則で定める額とする。 

５ 第３条第３号に規定するサービスを利用する者は、別表に定める利用料金を納めなけれ

ばならない。ただし、生活保護法（昭和25年法律第144号）の適用を受けている者が利用

する場合は、無料とする。 

（利用料金等の収入） 

第17条 市長は、指定管理者に利用料金及び特定費用を当該指定管理者の収入として収受さ

せる。 

（利用料金の減免） 

第18条 指定管理者は、規則に定める基準に従い、第３条第３号に規定する入浴サービスに

対する利用料金を減額し、又は免除することができる。 

（利用料金の還付） 

第19条 既納の利用料金は、還付しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、規則の定める基準に従い、利用料金の全部又

は一部を還付することができる。 

（秘密保持義務） 

第20条 指定管理者又はセンターの業務に従事している者（以下この条において「従事者」

という。）は、センターの管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のため

に利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消され、

又は従事者の職務を退いた後においても、同様とする。 

（個人情報の取扱い） 

第21条 指定管理者は、センターの管理に関し知り得た個人情報の漏えい、滅失又は損傷の

防止のために必要な措置を講じなければならない。 

（損害賠償） 

第22条 利用者の責めに帰すべき理由により、建物、設備、器具等を損傷し、又は滅失した

ときは、利用者は、市長が相当と認める額を弁償しなければならない。ただし、市長がや

むを得ない理由があると認めるときは、その額を減額し、又は免除することができる。 

（委任） 

第23条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 抄 



（施行期日） 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年条例第４号） 

この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年条例第13号） 

この条例は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年条例第24号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、平成18年度の公の施設の管理から適用する。 

附 則（平成18年条例第15号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

（使用料等に関する経過措置） 

３ 第３条の規定による改正後の茨木市立太陽の里条例第11条及び第22条の規定、第５条の

規定による改正後の茨木市立障害者デイサービスセンター条例第14条の規定並びに第６

条の規定による改正後の茨木市立障害福祉センター条例第８条の規定は、平成18年４月１

日以後の利用に係る使用料等について適用し、同日前の利用に係る使用料等については、

なお従前の例による。 

附 則（同年条例第27号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の茨木市立太陽の里条例の規定、第２条の規定による改正後

の茨木市立障害福祉会館条例の規定、第３条の規定による改正後の茨木市立障害者デイサ

ービスセンター条例の規定及び第４条の規定による改正後の茨木市立障害福祉センター

条例の規定は、平成18年10月１日以後の利用について適用し、同日前の利用については、

なお従前の例による。 

３ この条例施行の際、現に第４条の規定による改正前の茨木市立障害福祉センター条例第

３条第１号に掲げる事業を利用していた者で市外に居住する者は、この条例の施行の日以

後においても、第４条の規定による改正後の茨木市立障害福祉センター条例第３条第２号

に掲げる事業を平成19年３月31日まで利用することができる。 



附 則（平成21年条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成21年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る使用

料について適用し、同日前の利用に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（同年条例第61号） 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年条例第17号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の入浴サービスの

利用に係る使用料について適用し、同日前の入浴サービスの利用に係る使用料については、

なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第10条及び別表第３の規定は、この条例の施行の日以後の駐車

場の使用に係る駐車場使用料について適用し、同日前の駐車場の使用に係る駐車場使用料

については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年条例第30号）抄 

この条例は、平成24年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

(1) 第１条、第４条及び第６条の規定 公布の日 

附 則（平成24年条例第35号） 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は平成24年10月１日から、第２条の規定は平成25年４月１日か

ら施行する。 

（準備行為） 

２ この条例中第２条の規定の施行前に準備行為として行ったこの条例中第２条の規定に

よる改正後の茨木市立障害福祉センター条例（以下この項において「改正後の条例」とい

う。）第６条に規定する指定管理者の申請手続その他改正後の条例を施行するために必要

な準備行為は、改正後の条例の相当規定によって行ったものとみなす。 



附 則（平成25年条例第５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（同年条例第14号）抄 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年条例第36号） 

この条例は、平成27年１月１日から施行する。 

附 則（平成29年条例第34号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の第16条及び第19条の規定は、この条例の施行の日以後の利用に

係る利用料金等について適用し、同日前の利用に係る使用料等については、なお従前の例

による。 

（茨木市非常勤職員の報酬等に関する条例の一部改正） 

３ 茨木市非常勤職員の報酬等に関する条例（平成21年茨木市条例第60号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表第４非常勤嘱託員等（月額の者）の項中「 

あけぼの学園小児科医 〃 25,900 

ばら親子教室小児科医 〃 25,900 

」を「 

あけぼの学園小児科医 〃 25,900 

」に改める。 

別表 

障害福祉センター利用料金表 

サービス内容 利用料金 

入浴サービス 機械浴室 

順送式浴室 

車椅子浴室 

500円 

介護浴室 200円 

 



○茨木市立障害福祉センター条例施行規則 

平成８年３月25日 

茨木市規則第９号 

改正 平成10年３月30日規則第14号 

平成15年３月31日規則第20号 

平成15年９月30日規則第48号 

平成17年３月29日規則第12号 

平成17年３月31日規則第14号 

平成17年12月27日規則第54号 

平成18年３月31日規則第16号 

平成18年９月29日規則第37号 

平成19年９月21日規則第69号 

平成20年３月31日規則第23号 

平成21年９月30日規則第49号 

平成22年３月31日規則第11号 

平成23年12月28日規則第72号 

平成24年９月27日規則第44号 

平成28年３月30日規則第15号 

平成29年12月27日規則第68号 

令和元年５月１日規則第１号 

令和２年12月24日規則第64号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、茨木市立障害福祉センター条例（平成８年茨木市条例第６号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者の指定の申請書等） 

第２条 条例第６条に規定する申請書は、茨木市立障害福祉センター指定管理者指定申請書

（様式第１号）とする。 

２ 条例第６条第２号に定める書類は、次に掲げるものとする。 

(1) 管理に係る収支予算書 

(2) 定款、規約又はこれらに準ずるもの 

(3) 法人の登記事項証明書（法人登記のないものにあっては、業務内容、役員構成及び資



本の構成を記載した書類） 

(4) 経営状況を説明する書類 

(5) その他指定管理者の候補者選定のために市長が必要と認めるもの 

（候補者の選定結果の通知） 

第３条 市長は、条例第７条の規定による選定結果を、次の各号に掲げる申請者の区分に応

じ、当該各号に定める通知書により、速やかに当該申請者に対し通知するものとする。 

(1) 候補者に選定された申請者 茨木市立障害福祉センター指定管理者候補者選定結果

通知書（様式第２号） 

(2) 候補者に選定されなかった申請者 茨木市立障害福祉センター指定管理者候補者選

定結果通知書（様式第３号） 

（指定管理者の指定の通知） 

第４条 市長は、条例第７条の規定により指定管理者の指定を行ったときは、指定管理者と

して指定されたものに対し、茨木市立障害福祉センター指定管理者指定通知書（様式第４

号）により通知するものとする。 

（指定の取消し等の通知） 

第５条 市長は、条例第９条の規定により指定管理者の指定の取消しを決定したときは、当

該指定管理者に対し、茨木市立障害福祉センター指定管理者指定取消通知書（様式第５号）

により通知するものとする。 

２ 市長は、条例第９条の規定により指定管理者に係る管理業務の全部又は一部の停止を命

ずるときは、指定管理者に対し茨木市立障害福祉センター指定管理者業務停止命令通知書

（様式第６号）により通知するものとする。 

（指定管理者の業務報告） 

第６条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、その管理する茨木市立障害福祉センター

（以下「センター」という。）について次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、

市長に提出しなければならない。ただし、年度の途中において条例第９条の規定により指

定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30日以内に、当該年度の当該

取り消された日までの事業報告書を提出しなければならない。 

(1) センターの利用の状況 

(2) 利用料金等の収入の状況 

(3) 管理業務の実施状況 

(4) 管理に係る経費の収支状況 



(5) 前各号に掲げるもののほか、事業及び管理業務の実態を把握するために必要な事項 

（開所時間等） 

第７条 センターの開所時間は、午前９時から午後９時30分までとする。 

２ 条例第３条各号に掲げる事業の実施日及び実施時間は、次の表に定めるとおりとする。 

事業 実施日 実施時間 

条例第３条第１号に掲げる事業 火曜日から土曜日まで 午前９時30分から午後３時30

分まで 

条例第３条第３号から第５号まで

に掲げる事業 

火曜日から土曜日まで 午前９時から午後５時まで 

条例第３条第６号及び第７号に掲

げる事業 

火曜日から日曜日まで 午前９時から午後９時30分ま

で 

条例第３条第２号及び第８号に掲

げる事業 

市長が別に定める日 市長が別に定める時間 

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者が必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認

を得て第１項の開所時間並びに前項の実施日及び実施時間を変更することができる。 

（休所日） 

第８条 センターの休所日は、次のとおりとする。ただし、市長が必要と認めるときは、こ

れを変更し、又は臨時に休所することができる。 

(1) 日曜日及び月曜日（講座、研修及び啓発並びに施設の供与に関する事業については、

日曜日を除く。） 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

(3) 12月29日から翌年１月３日まで 

（利用許可の申請） 

第９条 条例第12条第２項の規定により、利用の許可を受けようとするものは、次に掲げる

事業の区分に応じ、当該各号に定める申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

(1) 入浴サービスに関する事業 茨木市立障害福祉センター利用許可申請書 

(2) 施設の供与に関する事業 茨木市立障害福祉センター施設利用許可申請書 

２ 入浴サービスに関する事業の利用の許可を受けようとする者は、利用しようとする日の

14日前の日までに前項の規定による申請（以下「利用許可申請」という。）を行わなけれ

ばならない。 

３ 施設の供与に関する事業の利用の許可（第12条第２項において「施設利用許可」という。）



を受けようとするものは、利用しようとする日（以下「施設利用日」という。）の属する

月の３月前の月の初日（当該月が１月である場合にあっては、指定管理者が定める日）か

ら利用日までの間に、利用許可申請を行わなければならない。 

４ 前項の申請は、第13条の規定により登録を受けた団体（次項において「登録団体」とい

う。）が行うことができる。 

５ 第３項の規定にかかわらず、登録団体であって、本市に居住する障害者が構成員の過半

数を占めている団体は、施設利用日の属する月の４月前の月の初日（当該月が１月である

場合にあっては、指定管理者が定める日）から月末（その日が前条に規定する休所日であ

る場合にあっては、その日の直前の開所日）までの間においても施設利用許可申請を行う

ことができる。 

６ 第２項から前項までの規定にかかわらず、指定管理者が特に必要と認めた場合は、利用

許可申請の期間を変更することができる。 

（利用の許可） 

第10条 指定管理者は、前条第１項各号に定める申請書を受け付け、利用を許可したときは、

茨木市立障害福祉センター利用許可書又は茨木市立障害福祉センター施設利用許可書（第

12条第１項において「利用許可書」という。）により通知するものとする。 

（利用許可の順位） 

第11条 利用許可の順位は、第９条第１項各号に定める申請書を受け付けた順序により決定

するものとする。 

（利用の変更等の手続） 

第12条 利用の許可を受けたものは、やむを得ない理由により利用できなくなったときは、

利用許可書（施設の供与に関する事業の利用を取り消す場合にあっては、利用許可書又は

第４項の茨木市立障害福祉センター施設利用変更許可書（次項において「利用変更許可書」

という。））を添えて、利用許可取消申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

２ 施設利用許可を受けたもの（次項において「施設利用者」という。）は、利用許可書又

は利用変更許可書の記載事項を変更しようとするときは、茨木市立障害福祉センター施設

利用変更申請書を指定管理者に提出しなければならない。 

３ 次に掲げる事項の変更は、施設利用日前３日までに１回限り行うことができる。ただし、

災害その他施設利用者の責めによらない理由により利用の変更をする場合は、この限りで

ない。 

(1) 利用年月日 



(2) 利用時間 

(3) 利用施設 

４ 指定管理者は、第１項の規定による利用の取消しの申請に対しては、利用取消許可書を

交付するものとし、第２項の規定による利用の変更の申請に対しては、適当と認めたとき

に限り、茨木市立障害福祉センター施設利用変更許可書を交付するものとする。 

５ 前各項の規定にかかわらず、災害その他特別の理由があると指定管理者が認めるときは、

申請書の提出又は許可書の交付を省略することができる。 

（施設の供与に関する事業の利用団体の登録） 

第13条 施設の供与に関する事業を利用しようとするものは、利用団体登録申請書を指定管

理者に提出し、登録を受けなければならない。 

（届出） 

第14条 条例第３条第１号及び第２号に掲げる事業の利用者又は同条第３号に掲げる入浴

サービスの利用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその旨を指定管理者

に届け出なければならない。 

(1) 利用者又はその家族が感染症にかかったとき。 

(2) 利用者が利用を中止し、又は停止するとき。 

(3) 利用者が死亡したとき。 

(4) 届出事項の記載内容に変更が生じたとき。 

（診療情報提供書の提出） 

第15条 指定管理者は、条例第３条第１号及び第２号に掲げる事業並びに同条第３号に掲げ

る入浴サービスの利用者に対して、身体的な状況等の把握のため必要があると認めたとき

は、診療情報提供書の提出を求めることができる。 

（特定費用の額） 

第16条 条例第16条第４項の規則で定める特定費用の額は、給食サービスの食材料費及び人

件費に相当する額とする。 

（利用者の義務） 

第17条 条例第11条各号に掲げるセンターの利用者は、条例に定めるもののほか、次に掲げ

る義務を履行しなければならない。 

(1) 利用の権利を譲渡し、又は転貸しないこと。 

(2) 営利を目的として利用しないこと。 

(3) 参集人員が、利用施設の定員を超えないこと。 



(4) 許可なく物品の販売等をしないこと。 

(5) 所定の場所以外で火気を使用しないこと。 

(6) 許可なくセンター内にはり紙、くぎ打ち等をしないこと。 

(7) 入場者に対して、次条の規定を守らせること。 

(8) 利用施設及び附帯設備について準備、後始末又は原状回復等を行う場合は、センター

を管理する職員（指定管理者及び施設業務の従事者をいう。以下「職員」という。）の

指示に従うこと。 

(9) 備品等の使用に当たっては丁寧に取り扱い、職員が指示する場所へ確実に返納するこ

と。 

(10) その他職員の指示に従うこと。 

（入場者の義務） 

第18条 入場者は、次に掲げる義務を履行しなければならない。 

(1) 許可なく物品の販売等をしないこと。 

(2) センターの敷地内での喫煙及び所定の場所以外での火気の使用をしないこと。 

(3) 許可なくセンター内にはり紙、くぎ打ち等をしないこと。 

(4) センター内を不潔にしないこと。 

(5) 騒音、放歌、暴力等他人に迷惑をかける行為をしないこと。 

(6) 所定の場所以外に出入りしないこと。 

(7) 正当な理由がなく長居しないこと。 

(8) 備品等の使用に当たっては丁寧に取り扱い、職員が指示する場所へ確実に返納するこ

と。 

(9) その他職員の指示に従うこと。 

２ 指定管理者は、前項各号に違反する者に対し、入場を拒否し、又は退去を命じることが

できる。 

（建物等の損傷等の届出） 

第19条 利用者及び入場者は、建物、附属物又は器具を損傷し、又は滅失したときは、直ち

に職員に届け出て、その指示を受けなければならない。 

（利用終了の届出） 

第20条 条例第11条各号までに掲げるセンターの利用者は、施設の利用が終わったときは、

直ちに職員に届け出て、その検査を受けなければならない。 

（利用定員） 



第21条 次の各号に掲げる事業の利用定員は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 条例第３条第１号に掲げる事業 利用時間ごとに25人 

(2) 条例第３条第２号に掲げる事業 市長が別に定める人数 

（駐車場の使用時間） 

第22条 センターの駐車場（以下「駐車場」という。）の使用時間は、午前９時から午後９

時30分まで（第８条に規定するセンターの休所日を除く。）とする。 

（駐車場使用者の義務） 

第23条 駐車場の使用者は、次に掲げる義務を履行しなければならない。 

(1) 駐車場内で喫煙及び飲食をしないこと。 

(2) 車両の通行は、通行標識に従うこと。 

(3) 駐車車両の盗難等防止のため、必要な措置を確実に講じること。 

(4) その他職員の指示に従うこと。 

（長期駐車車両等） 

第24条 市長及び指定管理者は、駐車場に正当な理由もなく長期に駐車している車両（以下

この項において「長期駐車車両」という。）の使用者、所有者その他の長期駐車車両の引

取義務を有する者に当該長期駐車車両の引取りを請求することができる。 

２ 駐車場内における車両間の事故又は車両による事故について、市長及び指定管理者はそ

の責めを負わないものとする。 

（書類の書式） 

第25条 この規則の規定により必要とする書類の様式（この規則で定める様式を除く。）は、

あらかじめ市長の承認を得て、指定管理者が別に定める。 

（その他） 

第26条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年規則第14号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年規則第20号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（同年規則第48号） 

この規則は、平成15年10月１日から施行する。 



附 則（平成17年規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた用紙は、当

分の間、所要の調整をした上で使用することができる。 

附 則（同年規則第14号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による用

紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（同年規則第54号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による用

紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（平成18年規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による用

紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（同年規則第37号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

３ 第３条の施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による用

紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（平成19年規則第69号） 



この規則は、平成19年10月１日から施行する。 

附 則（平成20年規則第23号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年規則第49号） 

この規則は、平成21年10月１日から施行する。 

附 則（平成22年規則第11号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の茨木市立障害福祉センター条例施行規則の規定は、この規則の

施行の日以後の使用に係る駐車場使用料について適用し、同日前の使用に係る駐車場使用

料については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年規則第72号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年規則第44号） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条の規定は平成24年10月１日から、第２条の規定は平成25年４月１日か

ら施行する。 

（施行期日） 

２ この規則中第２条の規定の施行前に準備行為として行ったこの規則中第２条の規定に

よる改正後の茨木市立障害福祉センター条例施行規則（以下この項において「改正後の規

則」という。）第２条に規定する指定管理者の申請手続その他改正後の規則を施行するた

めに必要な準備行為は、改正後の規則の相当規定によって行ったものとみなす。 

附 則（平成28年規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであって、この規則の施行

の日前にされた行政庁の処分その他の行為又はこの規則の施行の日前にされた申請に係

る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この規則の施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による



用紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（平成29年規則第68号） 

この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、元号を改める政令の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の規則によって定められていた様式による

用紙がある場合には、当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

附 則（令和２年規則第64号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

８ この規則の施行の際、この規則による改正前の茨木市立障害福祉センター条例施行規則、

茨木市立いのち・愛・ゆめセンター条例施行規則、茨木市立男女共生センター条例施行規

則、茨木市福祉文化会館条例施行規則、茨木市市民総合センター条例施行規則、茨木市立

コミュニティセンター条例施行規則、茨木市市民活動センター条例施行規則及び茨木市立

生涯学習センター条例施行規則によって定められていた様式による用紙がある場合には、

当分の間所要の調整をして、これを使用することを妨げない。 

９ 前項に定めるもののほか、この規則の施行について必要な経過措置は、市長が別に定め

る。 
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茨木市における障害を理由とする差別を解消するための職員対応要領 

 

 

（目的） 

第１ この要領（以下「対応要領」という。）は、障害を理由とする差別の解消の推

進に関する法律（平成25年法律第65号。以下「法」という。）第10条第１項の規定

に基づき、また、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（平成27年

２月24日閣議決定。）に即して、法第７条に規定する事項に関し、障害を理由とす

る差別を行わないよう、本市職員（再任用職員、任期付職員及び非常勤嘱託員並び

に臨時的任用職員を含む。以下「職員」という。）が適切に対応するために必要な

事項を定めるものとする。 

（対象となる職員） 

第２ 対応要領の対象は、職員とする。 

（不当な差別的取扱いの禁止） 

第３ 職員は、法第７条第１項の規定により、その事務又は事業を行うに当たり、障

害（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障

害をいう。以下この対応要領において同じ。）を理由として、障害者（障害及び社

会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある

ものであり、障害者手帳の所持者に限られない。以下この対応要領において同じ。）

でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害しては

ならない。これに当たり、職員は、別紙に定める留意事項に留意するものとする。 

 （合理的配慮の提供） 

第４ 職員は、法第７条第２項の規定により、その事務又は事業を行うに当たり、障

害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に

おいて、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害するこ

ととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁

の除去の実施について必要かつ合理的な配慮（以下「合理的配慮」という。）の提

供をしなければならない。これに当たり、職員は、別紙に定める留意事項に留意す

るものとする。 

（監督者の責務） 

第５ 職員のうち、監督者（職員を監督する地位にある者）は、障害を理由とする差

別の解消を推進するため、次の各号に掲げる事項に留意して障害者に対する不当な

差別的取扱いが行われないよう注意し、また、障害者に対して合理的配慮の提供が

なされるよう環境の整備を図らなければならない。 

(1) 日常の執務を通じた指導等により、障害を理由とする差別の解消に関し、その

監督する職員の注意を喚起し、障害を理由とする差別の解消に関する認識を深め

させること。 

(2) 障害者等から不当な差別的取扱い、合理的配慮の不提供に対する相談、苦情の
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申し出等があった場合は、迅速に状況を確認すること。 

(3) 合理的配慮の必要性が確認された場合、監督者が監督する職員に対して、合理

的配慮の提供を適切に行うよう指導すること。 

２ 監督者は、障害を理由とする差別に関する問題が生じた場合には、迅速かつ適切

に対処しなければならない。 

（相談体制の整備） 

第６ 職員による、障害を理由とする差別を受けた障害者及びその家族その他の関係

者からの相談等に的確に対応するために、相談窓口を置く。 

２ 前項の相談窓口は次に掲げる者とする。 

(1) 障害福祉課長又は障害福祉課長が指名する者 

(2) 人事課長又は人事課長が指名する者 

(3) 教育政策課長又は教育政策課長が指名する者 

(4) 水道部総務課長又は水道部総務課長が指名する者 

(5) 消防本部総務課長又は消防本部総務課長が指名する者 

３ 相談窓口に相談等を行おうとする者は、手紙、電話、ＦＡＸ、メール等の任意の

方法を用いて、前項各号に掲げる相談窓口のうち、いずれの窓口にも相談等を行う

ことができることとする。 

４ 相談窓口に寄せられた相談等は、人事課に集約し、相談者のプライバシーに配慮

しつつ関係者間で情報共有を図り、以後の相談等において活用することとする。 

５ 相談窓口は、関係各課と連携した対応を行うとともに、必要に応じ、充実を図る

よう努めるものとする。 

（研修及び啓発） 

第７ 各任命権者は、障害を理由とする差別の解消の推進を図るため、職員に対し、

必要な研修及び啓発を行うものとする。 

２ 各任命権者は、新たに職員となった者に対して、障害を理由とする差別の解消に

関する基本的な事項について理解させるための研修を実施する。また新たに監督者

となった職員に対して、障害を理由とする差別の解消に関し求められる役割につい

て理解させるために、研修を実施する。 

３ 各任命権者は、職員に対し、障害の特性を理解させるとともに、障害者へ適切に

対応するために、意識の啓発を図る。 

 

 

附 則  

この要領は、平成28年４月１日から実施する。 
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別紙 

 

茨木市における障害を理由とする差別を解消するための職員対応要領に係る 

留意事項 

 

（不当な差別的取扱いの基本的考え方） 

第１ 法は、障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービスや

各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、障害

者でない者に対しては付さない条件を付すことなどにより、障害者の権利利益を侵

害することを禁止している。 

  ただし、障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置

は、不当な差別的取扱いではない。したがって、障害者を障害者でない者と比べて

優遇する取扱い（いわゆる積極的改善措置）、法に規定された障害者に対する合理

的配慮の提供による障害者でない者との異なる取扱いや、合理的配慮を提供等する

ために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ障害者に障害の状況等を確認する

ことは、不当な差別的取扱いには当たらない。 

  このように、不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害者を、問題となる

事務又は事業について、本質的に関係する諸事情が同じ障害者でない者より不利に

扱うことである点に留意する必要がある。なお、不当な差別的取扱いには、第４に

掲げる合理的配慮の不提供も含まれると解されることに留意する必要がある。 

（正当な理由の判断の視点） 

第２ 正当な理由に相当するのは、障害者に対して、障害を理由として、財・サービ

スや各種機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に見て正当な目的の下に行

われたものであり、その目的に照らしてやむを得ないと言える場合である。本市に

おいては、正当な理由に相当するか否かについて、個別の事案ごとに、障害者、第

三者の権利利益（例：安全の確保、財産の保全、損害発生の防止等）及び本市の事

務又は事業の目的・内容の維持等の観点に鑑み、具体的場面や状況に応じて総合

的・客観的に判断することが必要である。 

  職員は、正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理由を説明し、理

解を得るよう努めるものとする。 

（不当な差別的取扱いの具体例） 

第３ 不当な差別的取扱いに当たり得る具体例は以下のとおりである。なお、第２で

示したとおり、不当な差別的取扱いに相当するか否かについては、個別の事案ごと

に判断されることとなる。また、以下に記載されている具体例については、正当な

理由が存在しないことを前提としていること、さらに、それらはあくまでも例示で

あり、記載されている具体例だけに限られるものではないことに留意する必要があ

る。 
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《不当な差別的取扱いに当たり得る具体例》  

(1) 障害があることを理由に、窓口対応を拒否する。または、対応時に嫌な顔をする。 

(2) 障害があることを理由に、対応の順序を後回しにする。 

(3) 障害があることを理由に、イベント、講演会等への出席を拒む。 

(4) 障害があることを理由に、来庁の際や行事への参加等において、特に必要ではな

いにもかかわらず、付き添い者の同行を必ず求めるなどの条件を付ける。 

(5) 車イスや白杖などを使用している人、補助犬を連れている人などの入室、入館を

拒否する。または、付き添い者の同行を拒む。 

(6) 障害があることを理由に、書面の交付、資料の送付、パンフレットの提供等を拒

む。 

(7) 障害があるため、どうしてもできないにもかかわらず、障害のない人と同じこと

を求める（視覚障害者にその場で申請書の記入を求める、聴覚障害者に折返しの電

話連絡を求めるなど）。 

(8) 障害があることを理由に、窓口等において説明を拒否する。また、詳しい説明が

必要な場合（申請に必要な書類の書き方など）、障害者が理解できていないのに説

明を終える。 

(9) 庁舎及び各施設内等のカウンターや机等の配置において、車イスの通行や付き添

い者と並んで歩くこと等を想定した配置にしない。 

（合理的配慮の基本的な考え方） 

第４  障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」という。）第２条において、「合

理的配慮」は、「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由

を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であっ

て、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の

負担を課さないもの」と定義されている。 

  法は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえ、行政機関等に対し、その事

務又は事業を行うに当たり、個々の場面において、障害者から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が

過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、社会的障壁

の除去の実施について、合理的配慮を行うことを求めている。合理的配慮は、障害

者が受ける制限は、障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁と

相対することによって生ずるものとのいわゆる「社会モデル」の考え方を踏まえた

ものであり、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、障害者が個々の場

面において必要としている社会的障壁を除去するための必要かつ合理的な取組で

あり、その実施に伴う負担が過重でないものである。 

  合理的配慮は、本市の事務又は事業の目的・内容・機能に照らし、必要とされる

範囲で本来の業務に付随するものに限られること、障害者でない者との比較におい

て同等の機会の提供を受けるためのものであること、事務又は事業の目的・内容・

機能の本質的な変更には及ばないことに留意する必要がある。 
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２ 合理的配慮は、障害の特性や社会的障壁の除去が求められる具体的場面や状況に

応じて異なり、多様性かつ個別性の高いものであり、当該障害者が現に置かれてい

る状況を踏まえ、社会的障壁の除去のための手段及び方法について、「第５ 過重

な負担の基本的な考え方」に掲げる要素を考慮し、代替措置の選択も含め、双方の

建設的対話による相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなさ

れるものである。さらに、合理的配慮の内容は、技術の進展、社会情勢の変化等に

応じて変わり得るものである。合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年

齢、状態等に配慮するものとする。 

  なお、合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性

が長期にわたる場合等には、その都度の合理的配慮とは別に、後述する環境の整備

を考慮に入れることにより、中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重

要である。 

３ 意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去に関する配慮

を必要としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大文字、

筆談、実物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による意思伝達など、障害者

が他人とコミュニケーションを図る際に必要な手段（通訳を介するものを含む。）

により伝えられる。 

  また、障害者からの意思表明のみでなく、知的障害や精神障害（発達障害を含む。）

等により本人の意思表明が困難な場合には、障害者の家族、支援者・介助者、法定

代理人等、コミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明も含

む。 

  なお、意思の表明が困難な障害者が、家族、支援者・介助者、法定代理人等を伴

っていない場合など、意思の表明がない場合であっても、当該障害者が社会的障壁

の除去を必要としていることが明白である場合には、法の趣旨に鑑みれば、当該障

害者に対して適切と思われる配慮を提案するために建設的対話を働きかけるなど、

自主的な取組に努めることが必要である。 

４ 合理的配慮は、障害者等の利用を想定して事前に行われる建築物のバリアフリー

化、介助者等の人的支援、誰もが支障なく情報を利用できるようにする等の環境の

整備を基礎として、個々の障害者に対して、その状況に応じて個別に実施される措

置である。したがって、各場面における環境の整備の状況により、合理的配慮の内

容は異なることとなる。また、障害の状態等が変化することもあるため、特に、障

害者との関係性が長期にわたる場合等には、提供する合理的配慮について、適宜、

見直しを行うことが重要である。 

５ 本市がその事務又は事業の一環として実施する業務を事業者に委託等する場合

は、提供される合理的配慮の内容に大きな差異が生ずることにより障害者が不利益

を受けることのないよう、委託等の条件に、対応要領を踏まえた合理的配慮の提供

について盛り込むよう努めるものとする。 

（過重な負担の基本的な考え方） 
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第５ 過重な負担については、具体的な検討をせずに過重な負担を拡大解釈するなど

して法の趣旨を損なうことなく、個別の事案ごとに、以下の要素等を考慮し、具体

的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。 

   職員は、過重な負担に当たると判断した場合は、障害者にその理由を説明し、理

解を得るよう努めるものとする。 

（1） 事務又は事業への影響の程度（事務又は事業の目的、内容等を損なうか否か） 

  （2） 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上等の制約） 

  （3） 費用・負担の程度 

（合理的配慮の具体例） 

第６ 第４で示したとおり、合理的配慮は、具体的場面や状況に応じて異なり、多様

かつ個別性の高いものであるが、具体例としては、以下のようなものがある。 

  なお、以下に記載した具体例については、第５で示した過重な負担が存在しない

ことを前提としていること、また、これらはあくまでも例示であり、記載されてい

る具体例だけに限られるものではないことに留意する必要がある。 

《合理的配慮に当たり得る物理的環境への配慮の具体例》 

(1) 段差があるなど、障害者が不便を感じられるような箇所については、職員が積極

的に介助を行う。また、段差がある場合に、車椅子利用者に対してキャスター上げ

等の補助やスロープなどを設置する。 

(2) エレベーターがない施設の上下階の移動の際に、職員が移動をサポートする。ま

た、上（下）階の職員が下（上）階に行き、介助するなどの配慮をする。 

(3) 配架棚の高い所に置かれたパンフレット等を取って渡す。パンフレット等の位置

をわかりやすく伝える。 

(4) 視覚障害者に対して誘導（付き添い）を行う。 

(5) 目的の場所までの案内の際に、障害者の歩行速度に合わせた速度で歩く。また、

左右・前後・距離の位置取りについて、障害者の希望を聞く。 

(6) 障害の特性により、頻回に離席の必要がある場合に、会場の座席位置を扉付近に

する。また、会議等において、障害の特性に応じた座席の配置などに努める。 

(7) 疲労を感じやすい障害者から別室での休憩の申し出があった際、別室の確保が困

難な場合には、当該障害者に事情を説明した上で、対応窓口の近くに長椅子を準備

して臨時の休憩スペースを設ける。 

(8) 不随意運動等により書類等を押さえることが難しい障害者に対し、職員が書類を

押さえる。また、バインダー等の固定器具を提供する。 

(9) パニック発作の生じる可能性のある障害者に対し、発作が生じた際に落ち着くま

で休むことのできる、パーテーションで仕切られたスペースや別室等の確保に努め

る。 

《合理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例》  

(1) 来庁時に積極的に声をかけ、障害の状態を踏まえ、希望するサポートを聞き、必

要に応じて、手話通訳、ケースワーカーや心理士及び保健師などに依頼するなど、
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他課との連携を図る。 

(2) 筆談、読み上げ、手話、電子データ、点字、拡大文字、手書き文字（手のひらに

文字を書いて伝える方法）、身振りサイン、イラストカードなどのコミュニケーシ

ョン手段を用いる。 

(3) 資料を作成する際は、必要に応じルビをつけ、文節の切れ目ごとに余白を設ける。 

(4) 資料を配布する場合、読み上げソフトに対応できるよう電子データを事前配布す

ることや、図やイラストがある場合にはそれらの説明のテキスト化を行うことを検

討する。 

(5) ホームページによる情報発信の際に、拡大文字や読み上げソフトの利用に配慮し、

テキストデータを付す。 

(6) 会議資料等について、点字、拡大文字等で作成する際に、各々の媒体間でページ

番号等が異なりうることに留意して使用する。 

(7) 絵カード・点字資料等を活用して意思を確認する。 

(8) グラウンドなどの屋外で、口頭で行う案内を、紙にメモをして渡す。 

(9) 書類記入の依頼時に、記入方法等を本人の目の前で示すなど、わかりやすい記述

で伝達する。本人の依頼がある場合には、説明や読み聞かせ（代読）や代筆といっ

た配慮を行う。 

(10) 障害当事者（知的障害、精神障害など）やその家族等から申し出があった際に、

２つ以上のことを同時に説明することは避け、ゆっくり、丁寧に、繰り返し説明し、

内容が理解されたことを確認しながら応対する。また、なじみのない外来語や専門

用語の使用はさける、漢数字は用いない、時刻は24時間ではなく午前・午後で表記

する等の配慮を念頭に置いたメモを、必要に応じて適時に渡す。また、紙等に書い

て伝達する場合や書面を示す場合には、ルビを付与した文字の使用、分かち書き（文

を書くとき、語と語の間に空白を置く書き方）、極力平仮名を用いるなどの配慮を

する。  

(11) パニック状態になったときは、刺激しないように、また危険がないように配慮

し、回りの人にも理解を求めながら、落ち着くまでしばらく見守る。また、パニッ

ク状態の障害者へ落ち着ける場所を提供する。 

※なお、必要な配慮は障害の態様や状況によって異なることに留意する。 

《ルール・慣行の柔軟な変更の具体例》 

(1) 順番を待つことが困難な場合には、周囲の者の理解を得た上で、可能であれば手

続き順を入れ替える。また、立って列に並んでいる場合など、要望に応じて当該障

害者の順番が来るまで別室や席を用意する。その際には、周囲の者との不公平が生

じないよう番号札の配付など、必要な対応をする。 

(2) スクリーンや板書等がよく見えるように、スクリーン等に近い席を確保する。 

(3) 市役所及び各施設の敷地内において、車両乗降場所を施設出入り口に近い場所へ

変更する。 

(4) 市役所及び各施設の敷地内の駐車場等において、障害者の来訪が多数見込まれる
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場合、通常、障害者専用とされていない区画を障害者専用の区画に変更する。 

(5) 他人との接触、多人数の中にいることによる緊張等がある場合、当該障害者の希

望を確認し、施設の状況に応じて別室を準備する。 

(6) 非公表又は未公表情報を扱う会議等において、情報管理に係る担保が得られるこ

とを前提に、障害のある委員の理解を援助する者の同席を認める。 



○茨木市障害のある人もない人も共に生きるまちづくり条例 

平成30年３月27日 

茨木市条例第17号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 障害を理由とする差別の解消（第７条―第14条） 

第３章 情報の取得及び意思疎通 

第１節 言語としての手話に対する理解（第15条・第16条） 

第２節 多様な意思疎通手段の確保（第17条―第22条） 

第４章 誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり（第23条―第37条） 

第５章 雑則（第38条） 

附則 

私たちのまち茨木市は、恵まれた自然と豊かな歴史を受け継ぎ、発展し続けているまちで

あり、多くの住居、事業所、大学等が立地し、様々な人々が集い、学び、働き、暮らしてい

るが、障害のある人にとっては、周囲の理解不足や偏見のほか障害への配慮が十分でない仕

組みや慣習といった社会的障壁により生きづらさや差別を感じる状況もある。 

誰もが安心して暮らし続けられるまちづくりを進めていくには、私たちが一人ひとりの違

いを認め合い、障害の特性や社会的障壁を取り除く必要性に対する理解を深めながら、市、

市内で暮らす人や活動する人々、事業者が互いに協力し、様々な場において障害の特性に応

じた適切な配慮に努める必要がある。 

ここに、障害を理由とする差別をなくすとともに、障害のある人もない人も互いの人権や

尊厳を大切にし、支え合う「共に生きるまち茨木」を実現するため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、誰もが安心して暮らし続けられるまちづくりの推進について、基本理

念を定め、市、市民及び市民活動団体並びに事業者の責務を明らかにするとともに、施策

の基本となる事項を定めることにより、「共に生きるまち茨木」の実現に寄与することを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「障害のある人」とは、身体障害、知的障害、精神障害（発達障



害を含む。）、難病（治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病をいう。）に起

因する障害その他の心身の機能の障害（以下「障害」という。）がある者であって、障害

及び社会的障壁により継続的又は断続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるものをいう。 

２ この条例において「市民」とは、市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 

３ この条例において「市民活動団体」とは、市内において活動を行う団体をいう。 

４ この条例において「事業者」とは、市内において商業その他の事業を行う者（市を除く。）

をいう。 

５ この条例において「社会的障壁」とは、障害のある人にとって日常生活又は社会生活を

営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

６ この条例において「障害を理由とする差別」とは、障害を理由とする不当な差別的取扱

いにより障害のある人の権利利益を侵害すること又は合理的な配慮の提供をしないこと

をいう。 

７ この条例において「障害を理由とする不当な差別的取扱い」とは、正当な理由なしに、

障害又は障害に関連する事由を理由として、障害のある人を排除し、その権利の行使を制

限し、その権利を行使する際に条件を付ける等の取扱いをすることをいう。 

８ この条例において「合理的な配慮の提供」とは、障害のある人から現に社会的障壁の除

去を必要としている旨の意思の表明（その者の家族、後見人又は支援者がその者を補佐し

て行ったものを含む。）があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、

障害のある人の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害のある人の性別、年齢

及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を提供

することをいう。 

（基本理念） 

第３条 誰もが安心して暮らし続けられるまちづくりの推進は、次に掲げる事項を基本とし

て行われなければならない。 

(1) 障害に対する理解を深め、社会的障壁の除去のための環境整備が図られること。 

(2) 障害のある人の言語その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保さ

れるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られ

ること。 

(3) 障害のある人が社会を構成する一員として、社会、経済、文化その他あらゆる分野の

活動に参加する機会を確保されること。 



(4) 障害のある人もない人もつながり、支え合い、障害のある人の自立及び社会参加が促

進され、障害のある人の福祉の向上に関する施策の連携が図られること。 

(5) 障害を理由とする差別を身近な課題と捉え、建設的な対話を通じて互いの立場を理解

し、合理的な配慮の提供が図られること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、

市民及び市民活動団体並びに事業者の障害に対する理解を深めるとともに、障害を理由と

する差別を解消し、「共に生きるまち茨木」を実現するために必要な施策を講じるものと

する。 

（市民及び市民活動団体並びに事業者の責務） 

第５条 市民及び市民活動団体並びに事業者は、基本理念にのっとり、障害に対する理解を

深めるとともに、「共に生きるまち茨木」の実現に取り組むよう努めるものとする。 

（啓発活動） 

第６条 市は、誰もが安心して暮らし続けられるまちづくりを推進するため、市民及び市民

活動団体並びに事業者に、障害の特性及び社会的障壁の除去の必要性に対する理解を深め

るための啓発を行うものとする。 

第２章 障害を理由とする差別の解消 

（差別の禁止） 

第７条 市及び事業者は、その事務又は事業を行うに当たり、次に掲げることをしてはなら

ない。 

(1) 障害を理由とする不当な差別的取扱いにより障害のある人の権利利益を侵害するこ

と。 

(2) 合理的な配慮の提供をしないこと。 

（相談及び対応） 

第８条 市内に居住し、通勤し、又は通学する障害のある人、その家族、後見人及び支援者

並びに事業者は、市長に対し、前条各号に掲げることに関する相談を行うことができる。 

２ 市長は、前項の相談を受けた場合は、必要に応じて、次に掲げる対応を行うものとする。 

(1) 助言、情報提供その他の前項の相談に係る事案を解決するために必要な支援 

(2) 前項の相談に係る事案の当事者及び関係者に対する事実の確認及び調整 

(3) 関係機関への通知 

（当事者及び関係者の協力） 



第９条 前条第２項第２号の当事者及び関係者は、市長の同項各号に掲げる対応に対し、正

当な理由がある場合を除き、必要な協力をしなければならない。 

（あっせんの申立て） 

第10条 第８条第１項の相談を行った障害のある人並びにその家族及び後見人は、事業者が

第７条の規定に違反すると思料する場合であって、第８条第２項の規定により市長が対応

してもなおその解決が見込めないときは、当該事業者を相手方として、市長に対し、当該

事案の解決のためのあっせん（以下この条及び次条において「あっせん」という。）の申

立てをすることができる。ただし、当該あっせんの申立てをすることが当該障害のある人

の意に反することが明らかである場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政庁の処分その他の公権力の行使により解決できるもので

あるときは、あっせんの申立てをすることができない。 

（あっせん） 

第11条 市長は、前条第１項の規定によるあっせんの申立てがあったときは、当該あっせん

の申立てに係る事案について調査を行うものとする。 

２ 前項の規定により調査を行う場合において、当該事案の当事者及び関係者は、正当な理

由がある場合を除き、当該調査に協力しなければならない。 

３ 市長は、第１項の調査の結果により、あっせんを行うことの適否を決定し、あっせんを

行うことが適当であると決定したときは、茨木市障害者差別解消支援協議会（以下この条、

第13条第３項及び第14条において「協議会」という。）にあっせんを行うよう求めるもの

とする。 

４ 市長は、前項の規定によりあっせんを行うことの適否を決定する際に、協議会に助言を

求めることができる。 

５ 協議会は、第３項の規定によるあっせんの求めがあったときは、あっせんを行うものと

する。 

６ 協議会は、あっせんを行うために必要があると認めるときは、当該事案の当事者及び関

係者に対し、あっせんを行うために必要な限度において、資料の提出及び説明を求めるこ

とその他の必要な調査を行うことができる。 

７ 協議会は、当該事案の解決のため必要なあっせん案（次条第１項において「あっせん案」

という。）を作成し、これを当該事案の当事者に提示することができる。 

８ 協議会は、あっせんを終了したときは、その旨を市長に報告するものとする。 

（勧告） 



第12条 市長は、前条第８項の規定による報告を受けたもののうち、正当な理由なく、あっ

せん案を受諾せず、又は受諾したあっせん案に従わない場合であって、必要があると認め

るときは、当該差別を行ったとされる事業者に対し、障害を理由とする差別を解消するた

めに必要な措置を講じるべきことを勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告をしようとするときは、当該勧告に係る者に、あらかじ

めその旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（公表） 

第13条 市長は、前条第１項の規定による勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わ

ず、かつ、当該障害を理由とする差別に故意又は重大な過失があると認めるときは、その

旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に、あらかじ

めその旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明及び資料の提出の機会を与

えるため、意見の聴取を行わなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ協議会の意見を聴

かなければならない。 

（茨木市障害者差別解消支援協議会） 

第14条 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号。次項第１

号において「法」という。）第17条第１項の規定に基づき、協議会を設置する。 

２ 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

(1) 法第18条第１項に規定する障害者差別解消支援地域協議会の事務 

(2) 第11条第４項から第８項まで及び第13条第３項の規定によりその権限に属すること

とされた事項 

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定め

る。 

第３章 情報の取得及び意思疎通 

第１節 言語としての手話に対する理解 

（手話に対する理解の促進等） 

第15条 市は、手話が言語であるとの認識に基づき、手話に対する理解の促進及び普及を図

るものとする。 

２ 市民及び市民活動団体並びに事業者は、前項の認識に基づき、手話に対する理解を深め

るものとする。 



（学校における手話に対する理解の促進等） 

第16条 市は、茨木市立小学校及び中学校において、前条第１項の認識に基づき、手話に対

する理解の促進及び普及を図るため、次に掲げる取組を行うよう努めるものとする。 

(1) 手話を必要とする児童及び生徒が授業内容を理解するための手話を使った授業の実

施 

(2) 児童及び生徒が手話に接し、親しむ機会の提供 

２ 市は、前項各号に掲げる取組を行おうとするときは、必要に応じて、関係機関と連携を

図るものとする。 

第２節 多様な意思疎通手段の確保 

（多様な意思疎通手段の普及等） 

第17条 市は、手話、要約筆記、点字、音訳、字幕、文字表示、平易な表現その他の障害の

特性に応じた多様な意思疎通のための手段（以下「多様な意思疎通手段」という。）の普

及を図るとともに、その利用が促進されるよう環境整備に努めるものとする。 

（手話等を学ぶ機会の提供） 

第18条 市は、手話、要約筆記、点字又は音訳（以下この条において「手話等」という。）

を必要とする障害のある人、その者の意思疎通を支援する者及び関係機関と連携して、市

民に手話等を学ぶ機会を提供するものとする。 

（意思疎通を支援する者の養成） 

第19条 市は、多様な意思疎通手段により障害のある人の意思疎通を支援する者を養成する

ために必要な取組を行うものとする。 

（障害の特性に配慮した情報の発信等） 

第20条 市は、障害のある人が情報を円滑に取得することができるようにするため、多様な

意思疎通手段による情報の発信及び提供を行うものとする。 

（市民及び市民活動団体の理解等） 

第21条 市民及び市民活動団体は、多様な意思疎通手段に対する理解を深めるとともに、多

様な意思疎通手段に関する市の施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者の理解等） 

第22条 事業者は、多様な意思疎通手段に対する理解を深めるとともに、多様な意思疎通手

段を必要とする者が利用しやすいサービスを提供し、及び多様な意思疎通手段に関する市

の施策に協力するよう努めるものとする。 

第４章 誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり 



（交流の機会の充実） 

第23条 市は、障害のある人とない人がコミュニケーションをとることにより互いの理解を

深めるため、交流の機会を充実させるものとする。 

２ 市民及び市民活動団体並びに事業者は、障害のある人とない人がコミュニケーションを

とることにより互いの理解を深めるため、交流の機会を充実させるよう努めるものとする。 

（市民等が活動を行うための情報提供等） 

第24条 市は、市民及び市民活動団体並びに事業者が自主的に障害に対する理解を深める活

動を行うために必要な情報の提供等を行うものとする。 

（医療機関の合理的な配慮の提供に対する理解の促進） 

第25条 市は、障害のある人が必要な医療を受けることができるようにするため、医療機関

の合理的な配慮の提供に対する理解を促進するための啓発に努めるものとする。 

（保育等の実施） 

第26条 市は、障害のある人が必要な就学前の教育、保育又は療育を受けることができるよ

うにするため、関係機関及び事業者と連携して必要な取組を行うものとする。 

（包括的な教育の実施） 

第27条 市は、茨木市立小学校及び中学校において、障害のある人とない人が共に学ぶこと

ができる包括的な教育を実施するため、障害のある人が障害の特性に応じた教育を受ける

ことができるよう努めるものとする。 

（学校における障害に対する理解の促進） 

第28条 市は、茨木市立小学校及び中学校において、障害に対する理解を促進するために必

要な取組を行うものとする。 

（生涯を通した支援） 

第29条 市は、障害のある人が生涯を通してその心身の発達のための支援を受けることがで

きるようにするために必要な取組を行うものとする。 

（雇用の促進及び就労の支援等） 

第30条 市は、障害のある人の雇用の促進並びに就労の支援及び定着を図るために必要な取

組を行うものとする。 

２ 事業者は、障害の特性を理解し、障害のある人に対する雇用の機会の拡大及び障害のあ

る人が働き続けられる職場環境の整備を行うものとする。 

（障害福祉サービスの充実） 

第31条 市は、障害福祉サービスの充実を図るために必要な取組を行うものとする。 



（バリアフリー化等の促進） 

第32条 市及び事業者は、バリアフリー化（障害のある人が円滑に利用できるように施設及

び設備を整備することをいう。）及び障害のある人も利用しやすいデザインの導入を促進

するために必要な取組を行うものとする。 

（移動手段の確保） 

第33条 市及び事業者は、障害のある人の移動手段を確保するために必要な取組を行うもの

とする。 

（交通安全の確保） 

第34条 市民及び事業者は、車椅子を使用する者その他の交通の安全に配慮が必要と認めら

れる障害のある人が通行し、又は歩行しているときは、その通行等を妨げないようにする

とともに、その安全を確保するために必要な取組を行うものとする。 

（災害時等の支援） 

第35条 市は、関係機関及び事業者と連携して障害のある人に対する災害時又は緊急時の支

援に努めるものとする。 

（地域におけるつながり等） 

第36条 市民は、障害のある人もない人もつながり、支え合う地域づくりに努めるものとす

る。 

（社会参加の促進） 

第37条 市は、障害のある人の社会参加を促進するために必要な取組を行うものとする。 

２ 市民及び市民活動団体並びに事業者は、文化芸術活動、スポーツ活動その他の活動を通

じ、障害のある人の社会参加が促進されるよう努めるものとする。 

第５章 雑則 

（委任） 

第38条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成30年４月１日から施行する。ただし、第14条の規定は平成30年８月１日

から、第10条から第13条までの規定は平成31年８月１日から施行する。 

 



（単位：人）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

契約者数 42 45 43 43

延利用者数 2,887 2,311 1,794 1,690

稼働率 23.30% 18.60% 14.70% 13.85%

契約者数 41 37 29 26

延利用者数 2,416 2,309 2,153 1,778

契約者数 21 20 20 21

延利用者数 1,686 1,734 1,765 2,056

稼働率 34.00% 35.00% 36.20% 41.45%

（単位：千円）

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

決算額 決算額 決算額 決算額

166,139 161,846 160,054 161,807

81,970 77,550 77,140 80,047

1,788 1,757 1,149 2,014

2,984 4,379 6,356 6,765

13,214 10,897 6,517 6,703

1,071 2,871 3,208 4,258

2,348 2,791 2,505 2,807

49,620 46,212 44,051 40,021

13,144 15,389 19,128 19,192

166,139 164,950 168,481 168,713

131,445 129,535 132,193 130,319

30,848 32,993 33,062 36,699

1,199 1,634 971 814

2,647 788 2,255 881

0 3,104 8,427 6,906

施設の管理に関する参考情報（障害福祉センターハートフル）

１　利用状況について

総支出額

収入―支出

その他

利用料等収入

事業費等収入

指定管理料

地域活動支援セ
ンターⅡ型

消耗品費

報償費

サービス種別

２　収支状況について

入浴サービス

生活介護事業

支
出

収
入

内訳

その他経費

委託料

手数料

修繕料

光熱水費

※契約者数については、各年度末時点の人数

総収入額

人件費



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

簡易専用水道法定検査業務

消防設備点検業務

植木剪定業務

一般廃棄物処理業務

福祉タクシー運行業務

入浴サービス業務

建築設備定期点検業務

日常清掃業務

定期清掃業務

空調設備等保守点検業務

エレベータ保守点検業務

業務名

自家用電気工作物保安管理業務

３　令和３年度における第三者委託業務一覧

送迎車両運転業務

送迎車両賃貸業務

送迎車両運行管理業務

生活介護入浴業務

特定防火対象物定期点検業務

建築物定期点検業務

機械入浴機器保守点検業務

温水VECヒーター保守点検業務

自動ドア保守点検業務

管理業務（時間外における管理業務）

害虫駆除業務


